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在 宅介 護支 援 セ ンター にお け るケ ースマ ネ ジメ ン ト

実 践 とソー シ ャル サ ポー ト・ネ ッ トワー クの形 成(1)

副 田 あけみ

1在 宅介護支援セ ンター

1)在 宅介 護支援 セ ンターにたいす る研究 関心

在宅介護支援 センターは、1989年12月 に出された 「高齢者保健福祉推進10ケ

年戦略(ゴ ール ドプラ ン)」でその創設が提唱され、1990年 度か らその事業が開

始された。ゴール ドプランでは、1999年度末までにこの在宅介護支援セ ンターを

全国で10000ケ 所整備する予定 になっているが、1993年 度末現在でまだ1239ケ 所

の設置である。今後、市町村 自治体は急速 な勢いでその数をふや して いかなけ

ればならないわけであるが、 この在宅介護支援セ ンター(以 下、支援セ ンター

と略記する)に かんする研究関心は、大 きくわけて2つ あると考えられ る。

ひとっは、福祉行政論や福祉組織論からの関心、もうひとつは援助実践論(ソ ー

シャルワーク論)か らの関心である。前者は、社会福祉制度上の改正 と地域に

おける保健 ・福祉サー ビスの多様化、充実化政策の もとでの関心 といってよい。

1990年6月 の福祉関連8法 の改正によって、市町村自治体による地域福祉サー ビ

スの統合的運営が期待されることにな り、サービス利用にかんする調整組織の

あ りようが重要 とな ってきた。 これによ り、主 として民間のサー ビス提供組織

(特別養護老人ホームや老人保健施設、病院など)に 委託される支援セ ンターの

サービス調整責任 と行政のサービス提供責任 との関連や、支援セ ンターと今後

さ らに増加する他の民間非営利および営利サー ビス提供組織 との連携 ・調整 シ

ステムが問題になってきてお り、サー ビス提供組織、サービス調整組織のア ド

ミニス トレーション、システム化などへの関心が高まっている1)O

後者の関心は、支援センターが相談、およびニーズと保健 ・福祉サ0ビ スの

媒介、複数のサー ビス提供組織やサー ビス決定機関などとの連絡 ・調整 といっ
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た福祉援助実践、っま りソーシャルワークをおこなうことを期待されているこ

とによる。 こうした機能を果たす専任職員 として、支援セ ンターにはソーシャ

ルワーカーか保健婦、介護福祉士の資格を もつケアワーカーか看護婦の2名 が国

基準では配置され ることになっている。 ソーシャルワーカーとしては社会福祉

士の資格を もつ ものの配置が期待されてお り、 ソーシャルワークの専門家(エ

キスパー ト)が 活躍できるあたらしい実践の場が拡大されつつあるといえる。そ

こでの援助実践の実態の研究は、わが国における在宅ケアに焦点をあてたソー

シャルワーク実践のありかたや、それを規定する制度的条件 などを検討す るの

に、また、 ソーシャルワーカーの専門性を考察 していくのにも、貴重な情報を

提供 して くれるはずであ る2)。

筆者は、後者の関心か ら、都下にあるふたっの支援セ ンターにおいて、職員

の援助実践の状況を、主にケース記録か ら得た情報の分析 と、支援セ ンター職

員や他機関 ・組織の職員にたいするヒヤ リングという方法を用 いて調査 し始め

たところである。

2)在 宅介護 支援 セ ンターの機能

支援センターの目的は、その実施要綱につぎのように記載 されている。「在宅

介護支援セ ンター運営事業は、在宅の要援護老人の介護者などに対 し、在宅介

護に関す る総合的な相談に応 じ、在宅の要援護老人及びその介護者の介護等に

関す るニーズに対応 した各種の保健、福祉サービスが、総合的に受けられるよ

うに、市町村等関係行政機関、サー ビス実施機関等との連絡調整等の便宜を供

与 し、 もって、地域の要介護老人及びその家族の福祉の向上を図ることを目的

とす る。」そして、以下の事業を地域に積極的に出向 き、または支援センターに

おいておこなうことと規定されている。

ア 地域の要介護老人の実態等の把握、公的保健福祉サービスの広報、および

その積極的利用にっいての啓発をおこなう

イ 在宅介護にかんす る各種の相談にたいし、電話 ・面接相談等により総合的

に応 じる



在宅介護支援セ ンターにおけるケースマネ ジメン ト

実践 とソー シャルサポー ト・ネ ッ トワークの形成(1)

135

ウ 地域の要援護老人やその他家族の公的保健福祉サービスの利用申請手続き

の便宜を図 る等、公的福祉サービス適用の調整をおこな う

工 市町村の公的保健福祉サー ビスの円滑な適用に資す るため、個別の要援護

老人およびその世帯の介護ニーズ等の評価をおこなうとともに、処遇のあ

り方についての諸資料を作成する

オ 要援護老人を抱える家族等からの相談や在宅介護相談協力員からの連絡を

受けたばあい、訪問などにより在宅介護の方法等にっいての指導、助言を

お こなう

力 介護機器の展示、利用対象者の身体状況を踏まえた介護機器の紹介、選定

および具体的な使用方法ならびに高齢者向け住宅への増改築にかんす る相

談、助言をお こなう

キ 相談協力員にたいする定期的な研修会、および支援センターと相談協力員

との情報交換および相談協力員相互の情報交換、親睦等を図 るための相談

協力員懇話会の開催、ならびに相談協力員 との日常的な連絡調整をおこな

うこと

ク 在宅介護支援センター運営協議会を定期的に開催する

(平成5年6月 社会局長通知 「在宅老人福祉対策事業の実施及び推進にっ

いて」別添4老 人デイサービス運営事業実施要綱の2在 宅介護支援

センター運営事業)

これ らの内容か らわかるように、支援センターとして期待されている明示的

な社会的機能 は、①在宅介護にかんする地域のニーズ発見機能、②公的サービ

スにかんす るアクセスを高めるための情報提供機能、③在宅介護 にかんす る総

合的な相談機能、④公的サー ビスへのアクセスを高め るための申請手続 きの便

宜を図 る(申 請代行などの)機 能、⑤公的サービスの適用を図る調整機能、⑥

相談にたいす る紹介や指導 ・助言機能、⑦地域の公的社会資源 との連絡調整機

能である。

今のところ、支援セ ンターのほとん どは、民間の医療、保健、福祉サー ビス

提供組織に併設する形で設置されている(特 別養護老人ホーム併設891、 老人保

健施設併設176、 病院併設108、 その他64-1993、3月 末現在)。 それぞれの
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支援セ ンターは、上記のような社会的機能を設立当初からまんべんなく遂行 し

ているというよりは、それぞれの組織上の特徴や、支援セ ンターが置かれてい

る地域のサービス提供組織 との連携状況また、サー ビス量そのものなどに規定

されっっ、その発展の段階において、 どれかの機能により比重をかけなが ら事

業全体の目的達成のために諸機能を遂行 しているというのが実情であろう。

支援センターには介護の総合相談に応 じる職員を専任でお く、また、併設施

設の協力を得て24時 間の相談体制をとる、ということになっている。 こうした

ことか ら理解できるように、支援センターでは、上記の機能のなかで も、③、④、

⑤、⑥の遂行が より期待されているといってよい。

これ らの機能は、実際には職員の具体的な諸行為によってはたされていく。こ

の諸行為は、介護にかんす るあらゆ る相談に応 じ、サービスや機器の紹介、助

言 ・指導をおこなったり、要援護高齢者 と介護者の在宅介護にかんする介護ニー

ズを多面的にアセスメン トし、ケアプランを作成 して必要なサー ビスが利用で

きるよう他の機関 ・組織 と連絡 しなが ら調整を図 っていくといったものである。

これは、ソーシャルワーク論のジェネラ リス ト・アプローチでいう問題解決の

ためにワーカーが とるべ き技法 と、援助内容(イ ンターベ ンション)に 他な ら

ない3)。これ らの諸行為が ソーシャルワーカーではなく、保健婦や看護婦によっ

ておこなわれたとして も、医療や看護のニー ドに加えて、介護を必要とす る人

の在宅生活全般、また、その生活を支える介護者、家族の生活全般にっいて、多

面的、総合的にニーズを把握 して多様な援助行為をおこなってい くという原則

に従 っていれば、それはソーシャルワーク機能の遂行 といってよいと考える。だ

か ら、支援センターの職員の一連の諸行為の実態を把握す ることは、そこでお

こなわれているソーシャルワーク実践の実態を理解す ることになる。

だが、支援セ ンターでのこうした機能遂行にかん しては、 ソーシャルワー ク

よりもケースマネジメントの用語が用いられることのほうが多い4)。支援センター

は、ケースマネジメ ントの実施機関、「ケースマネジメン ト援助の明確な拠点」

として設置されることになったという認識 もある5)。これに従えば、支援センター

での職員の援助実践をソーシャルワークとして理解す るよ りも、ケースマネ ジ

メン トの用語を用いて理解するほうが適切か もしれない。そ うす ると、わが国
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の大多数の社会福祉援助実践の現場で用い られるべき実践方法は、クリニカル ・

ソーシャルワークよりもまず ジェネラ リス ト・ソーシャルワークであ り、支援

セ ンターにおける援助実践は、わが国におけるソーシャルワーク実践の有力な

発展方向であると考える筆者 としては、 ソーシャル ワークとケースマネ ジメン

トとの関係にっいて多少なりとも検討 しておかねばならない。本稿ではそ うし

た検討をまずおこないたい。その作業をとお して、支援セ ンターにおける職員

の援助実践の実態を分析する枠組みを作成 していく。

また、わが国のソーシャルワーク論では、近年、サポー トネ ッ トワーク論が

さかんにな りつつある。ケースマネジメ ン トの議論において も、 ソーシャルサ

ポー ト・ネ ッ トワークの形成 ・強化がその目標であるという主張がなされてい

る。 これ らの議論は、援護 ・介護を要す る人の在宅生活を成 り立たせるために、

また、その人を援護 ・介護する人々を支援 していくために、人々のネ ッ トワー

クの形成が重要であることを論 じている。支援セ ンター事業の目的は 「地域の

要介護老人及 びその家族の福祉の向上を図ること」であるか ら、支援セ ンター

における実践内容を、 このサポー トネ ッ トワークの形成 ・強化 という視点か ら

分析す ることも必要 と思われる。そこで、このサポー トネッ トワーク論につ い

ても若干の検討をお こない、実態を分析 していくさいの視点、枠組みを探 って

みたい。

本稿は、実態調査の分析枠組み ・視点を導 くための、上記の点 にかんする検

討作業の結果を報告するものである。調査の分析結果 と考察については、稿を

改めて報告す る。

2ケ..__ス マ ネ ジ メ ン ト と ソ ー シ ャ ル ワ ー ク

1)「 ケ ー ス マ ネ ジメ ン ト ・シ ス テ ム」 と 「ケ ー ス マ ネ ジ メ ン ト

実 践(ケ ー ス マ ネ ジ メ ン ト ・サ ー ビス)」

ケースマネ ジメ ン トは、「専門 ソー シャル ワー クの一様式」6)であ るとか、「ソー

シャル ワー クにお いては中核 とな る技能」7)とい う と らえ か た が 、近年 の ソー シ
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ヤルワーク論のなかでは一般的になって きている。 しか し、ケースマネジメン

トという概念は、アメ リカにおいて もイギ リスにおいて も、 ソーシャルワーク

理論やソーシャルワーク技法の発展のなかで生み出されてきたものではない。そ

れは、障害者や要介護高齢者の在宅生活を促進 していくうえで、かれ らにとっ

て効果的な福祉 ・保健サービスの統合的供給 システムの構築を模索する行政上

の試み として、また、医療 ・福祉サー ビスにかかる社会的費用を抑制す ること

を目標 とした効率的なサービス供給 システムの構築 という政策上の試みのなか

で、主 として公的機関において登場 し、発展 してきた。

アメリカにおいては、1960年 代、70年 代に公的機関がそれぞれ各種のサー ビ

ス ・プログラムを発展させていったが、多様 な問題やニーズをもつ人々はこう

したサービス ・プログラムをうまく利用することができず、適切なサービスを

うけることができない状況が認識されて きた。 こうしたなかで、71年 に、保健 ・

教育 ・福祉省が、州や地方 自治体において、連邦政府のサー ビス ・プログラム

のコーディネーションを改善す るために、各種のアプローチを試す 「サー ビス ・

イ ンテグレーション」とよばれるプロジェク トに補助金を出す ことになった。そ

のプロジェク トでは、州や地方自治体の諸機関間の結合 システムの検討が焦点

とされた。そして、「クライエ ント分類 システム(ク ライエ ント・トラッキ ング ・

システム)、情報 と リファーラル ・システム、複数機関によるプラニ ングとサー

ビス供給合意 システム、資源目録のコンピュータ入力化、マネジメ ント再組織

化プロジェク ト」といった技法が開発 された。また、多 くのプロジェク トでは、

「システム ・エージェン ト」とよばれ るケースマネジャーを専任 として配置 し、

クライエ ン トのために各種の資源をコーディネイ トして諸サー ビスの統合的供

給に責任を もつ ことがその役割 として期待 された8)。

また、50年 代の半ばか らの精神保健や知的障害者福祉の分野における脱施設

化運動が、在宅 ケアのサービス ・プログラムの拡大がみ られ るよ うになったに

もかかわ らずそれ らが分断されていることにたいして、統合的なサービスの供

給によるアフターケアを強 く求めてきた。 これにたい し、国立精神保健研究所

はサービス統合のネ ットワークづ くりを目的 とした 「コ ミュニティ ・サポー ト・

システム(CSS)」 とよばれるプロジェク トの実施を各州に提案 し、70年 代に19
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の州の特定機関が助成金をうけて、プロジェク トを実施 した。 これ らの機関は、

サービス提供諸機関 とサー ビス供給にかんする合意を形成 して公式の契約を結

び、ケースマネジャーを専任で配置 して地域の精神障害者のニーズをアセスメ

ン トさせ、ケースマネ ジャーがコーディネイ トとした諸サー ビスをすみやかに

供給させ るというシステムを採用 した9)。

さらに、高齢者ケアの分野においては、ナーシングホーム入所 にともなう公

的医療費削減のために、地域長期ケアモデル事業が開始された。72年 からのウ

ェイバー ・プログラムは、メディケイ ドを所管する保健 ・福祉省の医療ケア財

務課が財源を出 しておこなわれた。 これは、ナー シングホーム入所者 にかかる

費用の一定割合を越えない範囲で、コ ミュニティを基盤 としたケアサービスを

コーデ ィネイ トする権限をケースマネ ジャーに与え、メディケイ ドの資格要件

を満た している60歳 以上のクライエン トに対するケアプラニ ングの作成とその

実施を求めるものであった。同様の(81年 か らの)メ ディケイ ド特例実験プロ

ジェク トについては、効果研究 もおこなわれた1。)。Austinに よると、こうした

モデル事業はケースマネジメン トのサー ビスマネジメン ト・モデルとよべ るも

ので、特定の予算の枠内においてケアプランを作成 してい くこと、より低いコ

ス トでクライエ ン トが地域で暮 らせるよ うサービス供給を検討す ることがその

目標である。そ して、近年の医療分野を中心 としたマネジッ ドケア というモデ

ルは、予算の先払 い方式によって、サー ビス提供組織にコス トの統制、予防的

サービスの促進、低 コス トのサービスによる代替などを追求 させ ることを目標

としており、クライエ ン トにたいするケアサービスの リス トがふえていかない

ようケースマネ ジャーに、ゲー トキーパー(門 番)的 役割をはたす ことを求め

ている11)0

以上のように、ケースマネジメン トは分断化されている公私のサービスを統

合す るシステムを模索す る組織の運営 ・管理方式として、さらには、全体 とし

ての医療費 ・福祉費など公的費用の増加を抑制するためのサー ビス供給 システ

ムとして、行政上、政策上の要請か ら発展 してきたわけである。が、その シス

テムの枠内において、実際にケアプランを作成 し、必要なサー ビスをコーデ ィ

ネイ トした り、費用計算 した りす る役割はケースマネ ジャーの仕事である。そ
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の仕事 内容 につ いて は、 たん にケースマ ネ ジメ ン トとい うよ り、ケースマネ ジ

メ ン ト・サー ビスあ るいはケースマ ネ ジメ ン ト実践 とい う用語 で とらえたほ う

がわか りやす い。

0℃onnorは 、81年 に開 かれ た社 会 福祉 全 国 会 議 で の最終 レポー トで も、ケー

スマネ ジメ ン トが 「サー ビス供給 の運営 ・管理上 の活動 なのか、ケースマネ ジ

ャー とクライエ ン トとの相互作用 なのか 」決 定 されず、 ケースマネ ジメ ン トの

本質 は不明確なままであ ったといい、前者(サ ー ビス供給 の運 営 ・管理)を 「ケ ー

ス マ ネ ジメ ン ト ・シス テ ム」、後者(ケ ース マ ネ ジ ャー と クラ イエ ン トとの相互

作用)を 「ケ ース マ ネ ジメ ン ト実 践 」 と し、用語 をわけて使 うことを提案 して

いる12)。

ただ し、0℃onnorは 「ケ ー ス マ ネ ジメ ン ト・シス テ ム」の構成要素 と して、

ケースマネ ジメ ン ト実践が お こなわれ る組織内のス タッフの地位、機能 、役割、

焦点 とターゲ ッ ト、技法 にっ いて論 じてお り、組織 と組織外 の多様 なサ ー ビス

提供機関 ・組織 との関係 という、その対象 とす る地域 における全体 と してのサー

ビス供給 システムのあ りよ うにつ いては述べて いない。Austinに よ る と、ア メ

リカで は ケ ー ス マ ネ ジメ ン トが ひとっのサ ー ビス提供組織 内のサー ビスコーデ

ィネー ション・メカニズム と して理解 され ることもあ るということだ13)。だか ら、

0℃onnorの よ うな 「ケ ース マ ネ ジメ ン ト・システム」の理解があ って も不思議

では ない。 だが、 ケース マネ ジメ ン トの用語が 出現 して きたその背景 は、 そも

そ も多様 なサ ー ビス提供機関 ・組織 が分 断化 されて いる状態 の中で、 いか に諸

サー ビスを統合 して い くか その方法を探 る ということであ ったのだか ら、「ケー

スマネ ジメ ン ト・システ ム」の用語 は、 ケースマネ ジメ ン ト実践組織 と他 の多

様 なサー ビス提 供機関 ・組織 との有機 的 な関連性 につ いて用 いるのが よ りよ い

と思 われる。

っ ま り、地域 全体の諸機 関 ・組織 のサ ー ビス統 合 とかサー ビスコーデ ィネー

シ ョンをめざ したサー ビス管理 ・運営 システム という意味で の、あるいはまた、

公的サ ー ビスの費用抑 制をめざ したサー ビス供給 ・調整 システム とい う意味で

の 「ケースマネ ジメ ン ト・システム」 の もとで、ケースマネ ジャーが アセスメ

ン ト、 ケアプ ラニ ング、イ ンターベ ンシ ョン(サ ー ビス の媒 介 、 コー デ ィネ シ
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ヨン、購入などを含む多様な援助内容)、 モニタリング、再アセスメン ト、終結

といった基本的課題を遂行 していくのが 「ケースマネジメン ト実践(ケ ースマ

ネジメ ント・サービス)」 であるととらえるのがよいと考え る。

Austinに よると、アメリカでは今日、ケースマネジメン トはたいへんポ ピュ

ラーな ものにな ってお り、公的機関における経済給付、メデ ィケイ ド、児童福

祉、高齢者福祉、障害者福祉、精神保健、青少年福祉などにおいて実施されて

いる他、料金制 にもとつ く組織やプライベ ッ ト・プラクティス(私 的実践)に

おいて も実施されている14)。このようにケースマネジメン トが広範に受け入れ ら

れるようになったのは、ケースマネジメン トがサービス提供組織間の構造的関

連性 とその財源パタ ンを基本的に変えることな く、供給 システムを統合できる

機能とみなされたか らである15)。Kaneに よれば、今 日では多 くの組織がケース

マネ ジメン トをおこないたが っていて、行政機関が窓ロを一本化 した 「ケース

マネ ジメン ト・システム」を創 ることに抵抗を していたりす る。だが、サー ビ

ス提供組織がそれぞれか ってにケースマネジメン トをおこな うことで、分断化

されたサー ビスの統合 という当初のケースマネ ジメン トにたいする期待とは反

対に、サービス提供の分断化が進むという皮肉な結果 もお こりかねない。 また、

サー ビス提供組織がケースマネジメ ントをお こなうことで、ケースマネジャー

が所属する組織のサー ビスを必要 とす る人たちだけを対象 とす るようになって

ゆ く恐れがある16)。

実際、アメリカにおいては、ケースマネジメ ン トの基本的課題 にかんす る合

意はあるものの、かなり多様な 「ケースマネ ジメ ン ト・システム」が存在 して

いる。Austinは その多様性を整理するために、「サー ビス指向のケースマネジ

メン ト」と 「システム指向のケースマネジメン ト」という用語を用いている。多

様性のひとつの極に 「サー ビス指向のケースマネジメン ト」があ り、 もう一方

の極に 「システム指向のケースマネ ジメ ン ト」がある。実際のケースマネ ジメ

ントはこの連続上に位置するが、どの位置に くるかは、サー ビス とシステムの

それぞれの特徴の混合によって決まる。「サー ビス指向のケースマネジメン ト」

プログラムは、クライエ ントのニーズに焦点をあて、伝統的なア ドボカシー(代

弁)の 技法 と活動を強調 し、ケースマネ ジャーは主に仲介者、ケアプランのデ
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ザ イ ン、実行、交渉役 として機能す る。他方 、「システム指向のケースマネ ジメ

ン ト」 プ ログラムでは、ケースマネ ジャーが サー ビスを購入 した りそれを終了

した りす る権限を もち、ア ドボカ シーやサー ビスの コーデ ィネイ トもお こな う

がゲ ー トキーパ ー的課題 によ り責任 を もっ。80年 代 の保 健 、福 祉 領域 の著 しい

財 政 削 減策の もと、 この システム指向の強 いサー ビスマネ ジメン ト・モデルや

マ ネ ジッ ドケ ア ・モデルのケースマネ ジメ ン ト・プログラムが医療や高齢者 の

長期 ケア関連 の分野 で 目立 って きて いる17}。

Austinの い う 「サ ー ビス指 向 の ケース マ ネジメ ン ト」と 「システム指向のケー一

スマネ ジメ ン ト」 という用語 、Kaneの 表 現 で は 「クラ イ エ ン トの ア ドボカシー

を強調 す るアプ ローチ」と 「資源配分を強調す るアプ ローチ」18》は、ケ ー スマ ネ

ジメ ン ト・プ ログ ラムを分類す るもので あって、必ず しも先 に述 べた 「ケース

マネ ジメ ン ト実 践」 と 「ケースマネ ジメ ン ト・システ ム」 というケースマネ ジ

メ ン トを理解す るさいのふたつの次元につ いて述べた ものではない。ただ し、「シ

ステム指向のケ ースマネ ジメ ン ト」 プログラムは、ケ ースマネ ジャーがサー ビ

ス供給 にかんす る権 限を もち、サ ー ビス提供組織 の裁量を減 じることによって

サ ー ビス提供組織間の相互依存関係 を強 くす る という影響 をあたえることがオー

ソライズ されて いる。 だか ら、 この システム レベルの要因 によってケ ースマネ

ジメ ン ト実践 レベルの内容が よ り強 く規定 され る と考え られ る。

Austinに よ る と、公 的 な ケ ー スマ ネ ジメ ン ト・プ ログラムにおいては、 シス

テム指 向の強 いケースマネ ジメ ン ト・プ ログラムに なる傾 向が強 い。そのため、

そのプ ログラムにおけ るケース マネ ジメ ン ト実践 は、直接 的なサ ー ビス提供以

上 に財政上 の責任 とクライエ ン トの環境 にたいす る介入 を強調 し、ゲー トキー

パ ー的役割 を求 め るか ら、 カウ ンセ リングな どの専 門性指 向の強 いソー シャル

ワーカーに とって魅力的 な仕事 とな って いない19)。

Nettingも ま た、 そ の点 を指 摘 して い る。 「システム指 向の強いケースマネ

ジメ ン ト」であ る 「マネ ッジ ドケア ・モデルは、資源の効果的利用のため にサー

ビスを モニ ターす るゲー トキー ピング機能を伴 う、 医療 モデルに もとつ くプラ

イマ リーケアを目的 としたケースマネ ジメ ン トモデルの典型例である」。 そ こで

は 「ケ ースマネ ジャーは問題解決者、代弁者 、仲介者、 プラ ンナー、 コ ミュニ



在宅介護支援セ ンターにおけるケースマネ ジメン ト

実践 とソーシ ャルサポー ト・ネ ッ トワー クの形成(1)

143

テ ィ ・オーガナイザー、多 くの機関 ・組織 の橋渡 し役、サ ー ビス ・モニ ター、記

録管理者、評価者、 コ ンサル タ ン ト、 コラボ レイ ター、カ ウ ンセラー、 サー ビ

ス供給係 りとい った多 くの役割 の い くつかを組み合 わせて遂行す る。 クライエ

ン トの代弁 機能 とゲ ー トキー ピング機能 とのバ ラ ンスを とることは、 ケースマ

ネ ジャーの もっともむず か しい課題 であ る」x。)。

ただ 、 ケ ース マ ネ ジメ ン ト実 践を実際 にお こな って いる組織 のケースマネ ジ

ャーやスーパーバイザーにたい して お こな ったSeecombeら のオ レゴ ン州 で の調

査 に よ る と、 ケースマネ ジャーたちは平均的 にい うと、 と くに介護費用 の抑制

とか低 コス ト化 を考慮 してケ アプラ ンを たてて いるわ けで はなか った。 やは り

まず は高齢者 の介護ニ ーズのて いど、そ して二 番 目に高齢者 と介護者 の長期的

な福祉 のて いど、つ ぎに介護がふた り以上の人でお こなわれているか どうか、介

護者の介護 動機 はなにか、 といった点 を順次考慮 に入 れて、つま りクライエ ン

トや家族 の代弁役割 をよ り重視 して、ケアプラ ンを作 っていると回答 して いる2')。

も っと も調 査 者 たち は 、費 用 抑 制 や低 コス ト化 は 自明 の ことと してケ ース マネ

ジャーたちが とくに取 りあげなか ったのではないか と解釈 してい る。 いずれ に

して も、ケースマネー ジャーがふたつの機能 を実際に遂行 してい くとな ると、そ

れ は 「その仕事 にス トレス と不確 かさを与え るとと もに、倫理的 ジレンマ を も

た らす可能 性が高 い」zz)と想 像 す る こ とはで き る。

この ワー カーの仕事 内容、つ ま りケースマネ ジメ ン ト実 践上 の諸役割 につ い

て、Austinは 、社 会 福祉 の学 部 教 育 で教 え られて いるソー シャルワー クの ジェネ

ラ リス ト・アプ ローチのそれ とほとん ど0致 して い る とい う23)。Rubinも ま た、ケ ー

ス マ ネ ジメ ン トの 用 語 は最近発展 して きたけれ ど も、 その実践の構成要素 は職

業 リハ ビ リテ ー シ ョンや保健婦活動、 ソー シャル ワー クなどの知識 において知

られて きた もので、別に新 しい考 え方 ではな い、 ソー シャル ワー クの知識 でい

えば、 ミナハ ンらの統合理論 を発展 させて いった ジェネラ リス ト・ソー シャル

ワークの考え方 とパ ラ レルであ るとい って いる24)。さ らに、O℃onnorは 上 級 ジ ェ

ネ ラ リス ト実 践 の方 法 と して と らえて いる25)。

ただ し、 ジェネ ラ リス ト・アプ ローチにおけ るワーカーの役割 ・技法 には、コ

ス ト計算や予算 コン トロールの権限の行使 とい った ものは含 まれてはいない。だ
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か ら、正確 にいえば、 ジェネラ リス ト・アプ ローチの役割 ・技法 と一致す るの

はサー ビス指 向の強 いケースマ ネ ジメ ン ト・プ ログラムの ほ うというべ きだ ろ

う。 ソー シャル ワー クの ジェネラ リス ト・アプ ローチ よ りもク リニカル ・ソー

シャル ワー クへの関心が、教育す る側 に も受 ける側 に も相当根強 くあ るアメ リ

カの ソー シャル ワー ク界 においてzs)、どの よ うに ケー ス マ ネ ジメ ン ト実践の教育

を浸透 させて い くか、Austinは い くつ か の提案 をお こな って い る。また、ケース

マネ ジメ ン トは ソー シャルサー ビスの費用削減 とい う事態 によ って発 展 して き

た面が あ り、 これ に よってサー ビス供給 にお け る構造 的問題が実質的 に改善 さ

れ ることはない ことを忘 れず、ケースマネ ジメ ン トに過大 な期待 をか けるべ き

ではな いということ も指摘 して いる27)。

この点 に っ いて は 十分 承 知 した うえでなお、 クライエ ン トのニ ーズに焦点を

あてた諸 サー ビスの媒介 ・調整 を重視す る実践方 法 と しての ケースマネ ジメ ン

トを検討 す ることの意義 は大 きい と考え る。 わが 国 にお いて も、増加 して きた

サ ー ビス とサー ビス提供組織 の分断化状況、 また、 クライエ ン トのニーズよ り

もサー ビスの受給資格 に焦点 をあて たサ ー ビス供 給決定過程が存在 してい るの

で あるか ら。

サー ビス指向の強 いケースマネ ジメ ン ト・プ ログラムにおけ るケースマネ ジ

ャーの諸役 割の遂行過程、つ ま りケースマネ ジメ ン ト実践 のプ ロセス と、 そ こ

で遂行 され るべ き基 本的課題 の用 い られ るべ き技 法のか な りの部分は、 ソー シ

ャルワークの ジェネ ラ リス ト・アプ ローチのそれ とほぼ同 じである。だか ら、そ

の意 味では、ケ ース マネ ジメ ン ト実践 の技法は ソー シャル ワー クの中核的技法

の ひとっ といって もよい。アメ リカの ソー シャル ワー ク雑誌 を散見す ると、十

代の未婚 の母親 にた いす るケースマネ ジメ ン トとか、 アルコール依存症者 にた

いす るケースマネ ジメ ン ト、精神障害者 にた いす るケースマネ ジメ ン ト・サ ー

ビス とい った タイ トルが 目に入 る28)。これ らの クラ イエ ン ト・カ テ ゴ リーは、 ど

ち らか といえば、従 来、治療的 な ク リニカル ・ソー シャル ワー クが対応 して い

た ものであ る。 これ らの クライエ ン トにたいす る多様 なサー ビスの発展 と、 ク

ライエ ン トの精神面 だけではな く社会環境の要 因 に働 きか け ることを重視す る

統合理論(そ の発 展 と して の ジ ェネ ラ リス ト・ア ブmチ)の 発 展 とが 、 クラ
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イエン トの物理的、精神的な生活の安定、生活の質の向上のために、諸サービ

スをコーディネイ トする方法 としてのケースマネジメ ン トに関心を向けさせる

ことになったのだと思われる。 これ らの論文では、と くにケースマネジメ ン ト

の用語を用いないで も、ジェネラ リス ト・ソーシャルワークの用語で説明可能

と判断できるのだが、ひとりのケースマネジャー、 もしくはキーワーカーが ク

ライエ ントのニーズをアセスメン トし、また、それを代弁 して諸サー ビスのコー

ディネイ トをお こなっていく点をより強調す るために、ケースマネジメン トの

用語を用いているようにみえる。

1節 で、支援センターにおいて社会的 に期待されている職員の援助実践は、ジ

ェネラ リス ト・ソー シャルワークであると指摘 した。本稿では 「ケースマネ ジ

メン ト実践」、とくにサービス指向が相対的に強いケースマネ ジメン ト・プログ

ラムの実践は、 ジェネラ リス ト・ソーシャルワーク実践の内容 とほぼ同 じであ

ることが確認で きた。ただ し、 ジェネラ リス ト・ソーシャル ワーク論は、それ

がおこなわれる場や実践するワーカーの雇用組織、あるいはそれ以外の外部組

織の諸要因が、その実践内容をいかに規定 しているかという点にかんす る関心

が薄い。それにたい して、ケースマネジメ ン トは、その実践が システム(組 織

の制度的諸要因および組織外のサー ビス提供機関 ・組織 との機能的関連)に よ

って枠づけ られているという観点を明確にもっている。そこで、本稿では、支

援センターにおけるソーシャル ワーク実践をケースマネジメ ント実践 として理

解 し、その実践内容が システムによってどのように規定されているのかをあき

らかにする枠組を検討する。

2)ケ ー ス マ ネ ジメ ン ト実 践 を規 定 す る ケ ー スマ ネ ジメ ン ト

・シ ス テ ム

では、ケ ースマネ ジメ ン ト実践 を規定 す るケ ースマネ ジメ ン ト・システ ムの

諸要 因 とはどの よ うな ものか。 今度 は イギ リス にお けるケ ースマ ネ ジメ ン ト研

究か ら、 それを拾 ってみ たい。 が、その前 にイギ リスにお けるケースマ ネ ジメ

ン トとソー シャル ワー クの関係 につ いて も若干 みてお こ う。
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ケン ト州でおこなわれた公的機関におけるコ ミュニティ ・ケア方式のケース

マネ ジメン トに参加 し、その評価研究をおこなったChallisら によると、この評

価の対象は、大 きく分けて 「社会的ケアの効率性 にかんするもの」と 「ソーシ

ャルワーク実践の変革 と改善」のふたっであった。前者は、「費用効果にかんす

る問題」であって、 この方式が通常の範囲のサー ビス利用 と比較 してどのよう

な効果があるか、ケアの費用はどうか、 この方式の供給が もっとも適切な資源

の利用 となるのはどのような高齢者か といったことをあきらかにすること、後

者は 「社会的ケア過程にかんす る問題」であ づて、資源の管理と柔軟な運用の

機会が与え られたとき、実践者のチームはどのように対応 したか、どのような

ケア戦略が多様な環境の高齢者にもっとも適当であったかといったことをあき

らかにすることであった29)。

っまり、費用効果をあげるための資源の管理 と柔軟な運用の機会の設定 とい

うケースマネジメン ト・システムを設定 し、その もとでソーシャルワーカーが

より適切なケアプランを作成 し実行す ることで、費用効果を高めること。そし

て、児童や家族問題 にたいするソー シャルワークよりも専門性や地位が低いと

みなされて専門資格を もったソーシャルワーカーがや りたが らない、主にケア

サー ビスをコーディネイ トしていく高齢者分野のソーシャル ワーク実践を変革、

改善す ること。 これ らが コミュニティ ・ケア方式のケースマネジメントの目的

であった。 ここで もケースマネジメ ント実践はジェネラ リス トのソーシャルワー

クとして とらえ られている。Challisら は、「効果的なケースマネジメン ト、アセ

スメン ト、ケア計画、モニタリングおよび家族援助の業務は、原理的にはソー

シャルワーク実践の本来的な一部 とみることがで きる」3。)ともいっている。

88年 にDHSSの 補助金をうけておこなわれたケースマネジメン トの28の デモ

ンス トレ0シ ョン ・プロジェク トを組織要因の観点か ら考察 したCambridgeは 、

ケースマネジメ ン トには多様なモデルがあるけれども、要す るに、ケースマネ

ジメン トとは、費用効果を高めることと、これまでのソーシャルワークの改善

を図ることを含んだつぎのような国のコ ミュニティ ・ケア政策の目標を達成す

るための方法だとしている。aソ ーシャルケアの混合経済化(非 営利、営利のケ

ア ・サー ビス選択の道を作 り、全面的な公的ケアサービス供給か らの転換を図
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る)、b消 費者主義 と選択の促進(予 算を個人に割 り当てるというメカニズムの

もとで、IPP[個 別プログラム ・プランづ くり」に利用者参加を進める。専門家

による代弁、市民 による代弁を伴いなが ら、 クライエ ント中心のワークをおこ

な う)、c費 用効果(予 算配分の権限をマネ ジャーに委譲することによって、マ

ネジャーの責任性 と創造性を高め、柔軟で効率的なサー ビス供給を図る)、d公

正性(ア セスメ ントやIPPを とお してのサー ビスのコーディネイ トによってよ

り公正なサー ビスの分配をおこなう)、eマ クロ組織分断化の克服(多 職種、多

機関の代表のチームによるアセスメン トや協議を経たサービスのコーディネイ

トをとお して、専門職間や組織間の橋渡 しをおこなう)31)

では、こうした目的を もつケースマネジメ ン トのシステムはどのようになっ

ていたのか。ケ ン トでのコミュニティ ・ケア方式では、従来の高齢者を対象 と

したソーシャルワークを実践 している組織体制の問題点を改善す るために、っ

ぎのような改革をお こなった。

①キーワーカーの配置(ケ ースをめ ぐるネ ットワーク全体にわたる調整者 と

して働 くことを期待 され、継続的なケース責任を担 う)、 ②担当ケース量の限定

(通常よりも少な く25か ら30ケ ースの範囲 とし被虐待児童を対象 とするスタ ッフ

と同 じていどにする)、 ③予算執行権限の委譲(こ の権限委譲によ り、ワーカー

のアセスメ ント内容の向上の意欲や、他関連機関 との協力 ・折衝能力を高める

とともに、地域資源の開発 ・有効活用を促進す る)、④高度の訓練 と経験を もつ

スタッフの確保、⑤他のサービス提供機関と同 じサー ビス対象地域の設定(こ

れにより、相互尊重と相互認識に根ざしたよい協力関係を育てる)、 ⑥体系的記

録 システムの開発、⑦ ワーカー間の ピア レビュー方式の採用(個 別ワーカーの

実践を同僚によって相互検討 しケアの質を高めるとともに、社会的公平性を確

保す る)鋤

また、Cambridgeの 論文か ら、ケースマネジメン ト実践 に直接影響を与えると

考え られる組織運営上の要因を拾いだしてみると、つぎのようなものになる。そ

れには、ケースマネ ジメン ト実施機関内の制度的要因だけでな く、外部の諸組

織 との関連要因 も含 まれている。

①組織の特性(ケ ースマネジメン トが どのよ うなサー ビス提供にかかわって
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いる組織においてお こなわれ るか、保健 ・医療領域の組織なのか福祉領域の組

織なのか、それとも両方の組織が合同でおこなうのか)、②多職種によるチーム

実践かどうか(ケ ースマネジメ ント実践が特定の職種のワーカー、あるいはそ

のチームによってお こなわれるのか、多職種の実践家たちによるチームによっ

ておこなわれるのか、その多職種はそれぞれの所属組織 ・部署に籍をおいたま

ま、アセスメン トやケア計画、サー ビス調整にかん してチーム対応を している

のか、ケースマネジメン ト実施組織 に多職種が統合されているのか)、 ③予算執

行権限の委譲の有無、ていど(こ のばあい、コス ト・インフォーメションとコ

ス ト・モニタリングが必要)、 ④情報の共有 システムの有無、 ⑤ リファーラルの

システム(ア ウ トリーチ ・チームによるケース発見や関連機関でつ くる リファー

ラル委員会の設置、 リファーラル ・プロセスを促進する責任を もつ リーダー役

割の設定など)、 ⑥他のサービス提供組織 との関係(と くに予算執行権限が委譲

されないで他組織のサー ビスを媒介 したり、組織間の調整 ・協働をもたらすに

は、それらの組織間 レベルや、スタッフ間 レベルでの力関係や信頼関係が重要

になって くる)、⑦ケースマネジャーとキーワーカーの分離(ク ライエ ン トと相

互作用 し直接ケア ・サボ0ト の責任をもっ ことはキーワーカーがおこない、マ

ネ ジャーは効果的、効率的なサー ビス決定の責任 と公平性の管理などをおこな

う)⑧ ワーカーが担 当するケース量、⑨IPPな どのシステマテ ックな記録方法

や レビュー ・システムの有無、⑩IPPへ の利用者、親族の参加体制のあ りかた

(マネジャーとクライエ ン トとのパ ワー ・イ ンバランスを是正す るため)33)

3支 援 セ ンターにおけ るケ ースマネ ジメ ン ト実践調

査研究 の枠組 み

1)ケ ー ス マネ ジメ ン ト実 践 を規 定 す るケ ースマ ネ ジメ ン ト・

システ ムの諸 要 因

支援セ ンターでのケースマネジメン ト実践の実態を調査するにあたって、2節

で考察 したケースマネジメ ン トを実施 している組織内外の諸要因を参考にして、
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わが国の支援セ ンターでのケースマネ ジメ ン ト実践を規定す ると考え られ る諸

要因を組織外要因(支 援セ ンターとそれ以外の機関 ・組織 との関係にかんす る

要因)と 、組織内要因(支 援セ ンター組織内の要因)に わけて整理 してみる(先

述 したように支援セ ンターは数のうえか らは、公立の ものはわずかであって民

間組織 に委託 され るものが圧倒的に多いので、民間組織を念頭に置いて記す)。

なお、これ らの要因のうち、ケースマネジャーの権限の問題は重要 な要因の

ひとっであるので、 これについて先に触れておきたい。社会的ケアにかかる費

用を抑制 し、その費用効果を高めることを重視す るケースマネジメ ン ト・プロ

グラム(「 システム指向のケースマネジメ ント」)に おいては、ケースマネ ジメ

ント・システムの要因 として、ケースマネジャーにたいする予算執行の権限の

委譲はもっとも重要な要因 と考え られている。だが、必ず しもそれを強調 しな

いケースマネジメン ト・プログラム(「サービス指向のケースマネジメ ント」)で

も、ケースマネ ジャーに一定の権限は必要である。というのも、それがなけれ

ば、ケースマネ ジャーが他機関のサービスやその他の資源をコーディネイ トし

てケアプランを作成 し実施 していく責任性が制度的に保障されない。それがな

ければ、ケースマネ ジャーが クライエ ン トのために適切なサービスを手に入れ

るために、他機関 ・組織のサービス担当者を 「説得する、交渉す る、善意に頼

る」しかなく34)、ケースマネジャーのクライエ ントにたいする責任性はマネジャ0

の個人的特性、あるいはマネジャーと他機関 ・組織のスタッフとのイ ンフォー

マルな関係によるという恣意的な ものになって しまう。Nettingは 、ケースマネ

ジャーのサー ビス提供組織への コン トロールカが制度化されていない仲介モデ

ルのケースマネジメン トでは、仲介するサー ビスの良質保障(ク ォリティ ・ア

シュアランス)の メカニズムがないとしている35)。制度化されている権限として

は、予算執行の権限や法的権限が もっとも有力なものである。

支援セ ンター事業では、予算執行権限 も法的権限も認められていない。 しか

し、 この事業を委託 されている民間の支援セ ンターと行政のあいだでは、支援

センターの職員がおこなったアセスメン トやケアプラニ ングは妥当なもの、正

当なものであるという理解の もとに、行政のサー ビス担当者がこれにもとつい

て公的サー ビスの提供決定をおこなう、 とい う実態 も見 られる(こ の実態は自
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治体において異なるであろう)。 こうした支援セ ンターと行政 との関係は、支援

セ ンターの職員のサー ビスコーディネイ トの実質的な権限を不十分ではあるが

保障 しているといえる。支援セ ンターの申請代行を認めるということの実質的

な意味は、こうした保障の制度化にあるのではないか。ただ し、公的サー ビス

以外の民間サービス提供組織にかん しては、支援セ ンターの職員はそ うした実

質的な権限をもつことを保障されてお らず、「説得する、交渉する、善意に頼 る」

か、実践のなかで特定のケースをめ ぐって連絡 ・調整 しあ うなかで恒常的な協

働体制づ くりをおこなう36)、あるいは日頃の職員の働 きをとお して職員の専門性

にたいする外部の評価を高めオーソリテ ィをあげてい く、といったことでクラ

イエ ン トにたいする責任性を高めてい くしかないのではないか。

*支 援セ ンター組織外の諸要因

a母 体組織の特性(特 別養護老人ホーム、デイサービスセ ンター、福祉公

社などの福祉施設か、病院、老人保健施設 といった医療施設か)

b他 組織の専門職やスタ ッフも加わったチームによるアセスメン ト、ケア

計画、サービス調整、モニタリングの制度化の状況(ひ と月とかふた月

に1回 といった高齢者サービス調整チームの定例会合の他に、チーム参

加メンバーが必要性を行政に申 し出るとチームによるケース ・カンファ

ランスを開けるような体制になっている、ケースマネジメント実施機関

と特定の関係機関が連絡をとりあって、双方のスタッフによる合同アセ

スメン トやケア計画をすることが慣習 となって いる、など)

Cサ0ビ ス ・コーディネイ トにかんする実質的な権限のていど(支 援セ ン

ターでおこなったアセスメン トとサー ビス利用のケア計画を信頼 して了

承 し、行政や他のサービス提供組織がサービス提供を決定する、行政サー

ビスにかん しては申請代行を認め、支援セ ンターによるアセスメントを

踏まえた意見書をっけて申請 されれば行政はこれを追認 しサービスの決

定をお こなうなど)

d関 係機関 ・組織のあいだの リファーラル ・システムのあ りよう(各 支援

セ ンターヘ クライエン トを リファーす るさいの基準、その基準 にかんす
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る各機関 ・組織間の合意の有無、合意作成のための委員会の設置など)

e関 連機関 ・組織間の情報共有 システムの有無(行 政、その他サービス提

供組織や相談機関などとのケースにかんす る情報の共有 にっいて、特定

の手段をとっているかどうか)

f行 政ならびに他のサー ビス提供組織 との関係(支 援センターは地域 にお

いては後発の福祉組織である。だか ら行政やとりわけ他のサー ビス提供

組織のセ ンター理解度 ・協力度、セ ンター職員 と行政や他組織のスタッ

フとの相互理解 ・相互信頼度、専門家としての評価、個人的な人柄評価

が重要 となる)

g同 じサービス対象地域をもつサー ビス提供組織の有無(母 体組織のサー

ビス ・エ リアと支援セ ンターのエ リアが同 じとか全市(町 村)で ひとっ

の支援センター、ひとっのデイサービス ・セ ンター、特別養護老人ホー

ム、病院、保健所などがあるような小規模な自治体など)

h地 域内のケアサービス、その他の社会資源の量、質の状況(公 的サービ

スだけでなく、社会福祉協議会や福祉公社などの非営利サ0ビ ス、その

他のヴォランタリーな非営利組織のサービス、業者による営利サービス、

民生委員、 自助グループ、ボランティアなど)

*支 援セ ンター組織内の諸要因

iス タッフの数、福祉のバ ックグラウンドを もったスタッフと保健 ・看護

のバ ックグラン ドを もったスタ ッフの割合

jス タッフのチームによるケースマネジメ ント実践か個々のスタッフによ

る独立 した実践か

k担 当ケース量

1ス タッフの経験度、資質

m体 系的記録 システムの有無

nス タッフによる相互検討(ピ ア ・レビュー)、 ケースカンファラ ンスの

実施の有無

0個 別のケア計画づ くりに高齢者や家族介護者を参加させる方針をとって
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いるか否か

支援セ ンター事業は国の在宅老人福祉対策事業のひとつであ り、その実施主

体は各 自治体であるか ら、これ らの要因、とりわけ組織外の諸要因のありよう

の多 くは、自治体の在宅福祉 ・地域福祉の政策方針や施策内容、そして、支援

セ ンター事業にかんする施策方針を強 く反映 していると考え られる。組織内の

諸要因のあ りよ うは、委託をうけた母体組織や支援セ ンター自体の運営方針に

よって も影響を うける。

2)調 査 の枠組 み

支援セ ンターにおいて、ソーシャルワーク実践、 とりわけ、多様なニーズを

もつ対象者 にたいして多機関の種 々のサービスをコーディネイ トし、モニタ リ

ングを含めた継続的な援助をお こなっていくという、ケースマネジメ ント実践

がどのようにおこなわれているのか、その内容はどのような ものか。都下のふ

たっの市にあるセ ンター各1ケ 所でその実態を調べる。その実態は、先にみたよ

うな組織外の諸要因、組織内の諸要因によって規定 されているはずである。ま

た、それ らの諸要因の状態は、ふたつの市の在宅福祉、地域福祉の政策方針や

施策の違いなどを反映 して、さまざまなていどで差異がみられるであろう。だ

か ら、それぞれのセ ンターにおけるケースマネジメ ン ト実践に違いがあるとす

れば、それは両センターの組織内外の諸要因によって もたらされていると仮定

できる。ケースマネジメン ト実践の実態をあきらかにすることで、この仮定を

検討 してみる。

ケースマネ ジメン ト実践の実態にかんす るデータの収集は、おおよそっ ぎの

ような手順でおこな う。各センターのケース記録(情 報量は多い)に 記載され

たクライエ ン ト(要 介護高齢者およびその介護者)の ニーズや問題のアセスメ

ン ト結果を分類 リス トに したが って拾いだす。どのケース記録にもケアプラン

が記載 されているわけではないので、ケアプランについての情報収集はすべて

のケースについてはおこなわず、アセスメン トに もとついて実際におこなわれ

た職員の援助内容のデータ(サ ー ビスのコーディネションを初めとす る種々の
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活動)を 、一定の援助内容 リス トに従 って分類 し収集する。支援セ ンターの職

員がクライエ ン トにかかわることによって利用で きるようにサー ビスの種類に

っいて も情報を収集する。クライエ ン トにかん して収集 されている基本的な情

報(属 性、介護意欲 など)に ついて もデータ収集をお こなう。

これ らのデータを集計 し、両セ ンターにおける集計結果の差異にっいて、上

記の組織内外の諸要因にかんする情報か ら分析を試みる。この情報にかん して

は、以下のような方法で収集する。それぞれのセ ンターがおかれている地域の

社会資源にかんする既存のデータ、支援センターの職員か らの ヒヤ リング、行

政 ・その他のサー ビス提供組織のスタッフにかんするヒヤ リング。

4ケ ー ス マ ネ ジ メ ン トと ソ ー シ ャル サ ポ ー ト ・ネ ッ

トワ ー ク の 形 成

1)コ ミュニ テ ィ ・ケ ア政 策 と ソ ー シ ャル サ ポ ー ト・ネ ッ トワ ー

ク

Challisら によれば、効果的、かっ適切 な在宅ケアの提供のためには、「ニー

ズの包括性を認識す ることが必要であるとともに、「ニーズを抱えたケ0ス の効

果的発見、周到 なアセスメ ント、多様かっ広範囲の資源(家 族、友人、インフ

ォーマルネ ットワーク、公私機関)か らのケアの組織化 と調整を必要とする。そ

れによって、それぞれの資源か ら提供されるケアがひとっの全体性をもったケ

アシステムに織 り込まれる。」こうした 「統合 されたシステム」は 「自然発生的

にはつ くられは しない。む しろ、意識的に創 り出されなくてはならないもの」で

ある。「虚弱高齢者のためサポー トネ ッ トワークの積極的な構築、強化および維

持」のために、効果的なケースマネ ジメントが必要であ♂)。 このように、Challis

らはケースマネジメ ントにおけるソーシャルサポー ト・ネ ッ トワークの形成を

強調 している。

イギ リスにおいては、1980年 代に政府がコミュニティ ・ケア政策を見直すた

めに、インフォーマルネ ットワーク、 とりわけ家族のケアの実態に注目するよ
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うになった。DHSSは 家族介護者の実態調査をおこなったうえで、83年 に、介

護者のニーズ、介護者をサポー トする具体的サービス、カウンセ リング、介護

や医療にかんす るア ドバイスの提供 など介護者にたいする施策の必要性の認識

を高めるため、公民のサー ビス提供組織のスタッフや政治家たちを対象 とした、

いくっかの啓蒙プログラムを展開するプロジェク トを実施 した鋤。 こうした家族

を中心 とするインフォーマルネ ットワークのパーソナルケア機能を再評価 し、そ

れにたいす るサポー トをおこな う政策への関心が強 くなってきた背景にっいて

は、Walkerが っ ぎのような解説をお こなっている。

80年 代前半までに強まってきたニューライ トたちの福祉国家批判の論議 と、イ

ンフォーマルサポー ト・ネ ッ トワークへの公的な(政 策決定者 ・行政主体の)関

心の増大には、ふたっの社会的背景がある。ひとっは、70年代半ばの財政危機 と

それにもとつ くイデオロギーおよび政治上の変化であり、 もうひとつは、過去

30年 間に発展 した国のソーシャルサービスにたいする多様な批判の続出である。

前者は、70年代半ばか らの経済の低成長による失業者の増大 とインフレが既存の

税制 にたいする反対論を強化 し、政治的イデオロギーの変化をもたらしたとい

うことである。毎年増加す る公的費用が経済成長の失敗の主たる原因のひとっ

とみ られ、ソーシャルサービス費の抑制が主張されるようになった。

また、財政逼迫状況において、施策の 「費用効果」が重要な政策上のイシa.‐

とな り、費用が少な くて効率的な方式はなにか ということが追求 されることに

なった。 この議論はサー ビスのプライバタイゼーション(民 営化)に 合理化の

根拠を もたらした。公的サービスは個人の責任とイニシアティヴを窒息させ る、

国家のサービスはセイフティ ・ネ ッ トにとどめ、自助を覆って しまうブランケ

ットであってはいけない、私的セクターのほうが公的なそれより効率がよい、公

的セクターは非生産的、浪費的、非効率的である。このような公的セクターの

重荷論が経済政策優位の政治状況のなかで支持 されていった。ただ し、こうし

た状況の もとで も、 シーシャルサー ビス費用を増大 していかざるを得なかった

が、その理由としては以下のようなものがあった。ひとっは失業者の増大で、こ

れにより社会保障費 と保健、パーソナル ・ソーシャルサー ビス費用増加の圧力

が増 した。ふたっめは高齢者、 とりわけ多様なニーズを多 くもちケアの必要性
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の高 い後期高齢者の増加という現象の反面、出生率の低下や地理的移動の多さ、

離婚などの家族危機の増加などによって、家族によるケアの可能性が弱 まって

きたという状況。三っめは公的サービスの代替を求める努力(近 隣の人々を有

料のヘルパーとして、あるいはホームケア ・アシスタン トとして雇 うなど)に

はずみをつけるために、フォーマルケアの費用が増加 したことである。

低経済成長による財政逼迫状況下で、増大す る公的ケアの要求にどう対応 し

てい くか、これがイ ンフォーマルサポー ト・ネ ッ トワークの役割 に公的な関心

を強めることになった主な理由である。この関心は、福祉国家へのイデオロギー

上の反対 と結びつ き、 ソーシャルサービス費用の削減やプライバ タイゼー ショ

ンの政策をとお して、ケアの負担をフォーマルセクターからインフォーマルセ

クターにシフ トさせてい くことにな った。だが、 こうした関心 とは別に、 ソー

シャルサービスにたいす る長年の強い批判 もまた、インフォーマルサポー ト・ネ

ッ トワークへの関心を強める効果を もた らした。

その批判のひとつは、施設ケアが高齢者の依存性を強めるとい う調査研究に

もとつ く長年の施設ケア批判である。この施設ケアに代わるのが コミュニティ・

ケァだといわれた。ただ し、それはゆるやかに しか進まず、財政逼迫 にな って

か らは施設ケアの 「代替」としてのコミュニティ ・ケアは禁 じられて しまい、ケ

ァパ ッケー ジの要素 となるものも十分には発展 しなか った。また、ヘルパ ーの

増員 も需用にみあうようにはなされなか った。二番目の批判は、公的サー ビス

の官僚制的側面、複雑さ、クライエ ン トのニーズにたいす る応答性の低さにた

いする批判である。 これに加えて、専門家 としてのソーシャルワーカーとクラ

イエ ン トのニーズの認知にたいするズ レを指摘す る調査研究 もあった。この専

門家によるニー ドの判定にたいする抵抗 は、主に福祉権運動や、 コミュニティ

開発プロジェク ト、コ ミュニテ ィワークによってなされていった。

これ らの動きは、従来の個人の不適切 さや病理 に焦点をあてるケースワーク

のモデルとは異 なり、環境の影響を重視 し家族や他の資源か らのサポー トに注

目す るソーシャルワークのモデル(統 合理論)に 沿 った実践を奨励す ることに

なった。また、ソー シャルサービスの利用におけるクライエ ン トの参加要求の

高ま りをもたらすことになった。イ ンフォーマルケア ・ネッ トワークにたいす
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る公的サー ビスの応答性を高め、よ り支援的なものにする、 クライエ ント中心

か らコ ミュニティ中心的なものにす る。 こうしたことによって、従来のフォー

マルセクターとインフォーマルセクターとの関係を変えることをめざ していく

という道を、これらの運動やソーシャルワーク実践の発展が開いたのである。こ

の方向をウエルフェルデ ン委員会が奨励 し、バークレイ委員会がさらにソーシ

ャルワークのコ ミュニテ ィ指向と、サー ビス提供におけるインフォー一マルサー

ビス ・ネッ トワークの重要性を強調することで、コミュニテ ィ中心政策の構築

という傾向にはずみを加えた。

ソーシャルサー ビスにたいする三番面の批判は、サービスを直接体験する人々

か ら出された。ケアを必要 とす る人々にたいするケアの大半は、国家によって

ではなく、家族、とりわけ女性介護者によって担われている。彼 らが財政的、社

会的、物理的、精神的に多大なコス トを支払 っているにもかかわらず、家族、女

性がケアをおこなうのは自然である、だから積極的な介入は しないという方針

で、コ ミュニティ ・ケア政策は彼 らのニーズにこれまでほとんど関心を払 って

こなか った。これにたいして、女性たちからケア役割を認め、 もっと実際的な

サポー トを提供するようにという声があがってきた。あるフェミニス トたちは、

性別分業によらないケアの様式 として施設ケアを求めたが、これは高齢者や介

護者の施設ケアにたいす る抵抗感や、施設ケアが女性によって担われている現

状を無視 したものである。だがいずれにして も、 これまでのケアのありかたに

代わるものを女性たちは求めてきた。

こうした既存のソー シャルサービスの構造や運営のありかたにたいする長年

の批判が、財政危機 とそれにもとつ くイデオロギーの変化とともに、福祉国家

の再構築、およびフォーマルセクターとインフォーマルセクターのより親密な

パー トナーシップの構築 といった論議を もた らす ことになった。そ して、政府

はインフォーマルネ ットワークの支援 とかコミュニティのケアの潜在能力を高

めていくと主張するようになったのである39)。

以上が政府によるコミュニティ・ケア政策におけるインフォーマルネットワー

ク再評価の背景であるが、この現状にたいしてWalkerは つぎのような意見を述

べている。 こうした目標をかかげたに もかかわらず実際の政策はそれに反 して
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お り、 ソーシャルサービスの提供範囲を限定 し財政 コス トを抑制する傾向が 目

立 って いる。また、インフォーマルサポー ト・ネ ッ トワークをソーシャルサー

ビスの問題解決の万能薬 とみるのは危険である。イ ンフォーマルサポー ト・ネ

ッ トワークとい う用語 もミス リーディングであって、実際にはひとりの家族員

によるケアが大半である。そのケアの限界が調査などであきらかになるにつれ、

友人や隣人をもケアの資源としてみなす という見方 もでて きているが、長期に

わたる関与や骨の折れる課題には彼 らは関与 したが らない。だか ら、彼 らに家

族によるケアに関与 して くれることを期待することはできない。多 くの調査は、

ソーシャルサー ビスが家族のケァによる物理的、精神的負担の予防に重要であ

ることをあきらかに している。だから、フォーマルな介護者 とイ ンフ ォーマル

な介護者 との密接な関係を発展 させ ることをフォーマルセ クターが積極的にお

こなってい くこと、つまり、このフォーマル とインフォーマルな援助者、専門

家と素人 とから成 る 「ソーシャルサポー ト・ネ ットワーク」の構築が必要であ

り、その試みの評価研究が必要である。 こうした試みはすでにケン ト州のコ ミ

ュニティ・ケア方式によるケースマネジメン トによって始まっている。また、両

者のパー トナー シップのためには、専門家の価値 と態度を変化 させること、政

策主体は短期指向ではなく、予防のための戦略を検討す る長期指向をとること、

そのための調査研究を進めること、女性に介護役割をお しつける規範 を克服す

るために、社会全体の性別不平等を克服す る政策をとっていくこと、などが重

要である40)。

イギ リスにおいて、ケースマネジメント実践の目標として 「ソー シャルサポー

ト・ネッ トワーク」の形成 ということが強調 されるようになったのは、財政事

情 とニ ューライ トによる福祉国家批判によって もたらされた政府のコ ミュニテ

ィ ・ケアにおける、イ ンフォーマルネ ッ トワークのパーソナルケア機能の再評

価という政策上の変化をとお してなのである。

2)ソ ー シ ャル ワー ク理 論 に お け るイ ンフ ォーマル ネ ッ トワー

クの再 評 価
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アメリカでは、一般的にケアを必要 とす る高齢者は家族によるケアを好んで

いるし、家族によるケアのほうが公的なものよりも自然でかっ適切であるとい

う観念を前提 として、国家は家族責任を潜在的に強調する政策をとり続 けてき

た。公的なサー ビス受給の資格基準はきび しく、公的サービスは二次的、一時

的、緊急時のサポー トであ って、家族によるサポー トが不可能 になったときの

最後の手段 として用 いられるべきものという認識は、政府による公的サー ビス

の費用抑制方針によってさらに強化されている41》。こうした政府の政策方針から

は、ケア、正確 にいえばパーソナルケアをめ ぐる主 として家族とフォーマルセ

クターとのパー トナーシップによる 「ソーシャルサポー ト・ネッ トワーク」の

形成が、高齢者ケア政策の積極的な目標 として出て くるとは考えにくい。

ケースマネ ジメン ト実践の技法を学ぶさいのテキス トとして、アメ リカで広

く使用されているMoxleyの 文献では、対人サー ビスにおいてケースマネジメン

トが必要になって きた理由を6っ 指摘 しているが、そのうちのひとっ として、利

用者の生活の質 にたいす るソーシャルネ ッ トワーク(=イ ンフォーマルネ ッ ト

ワーク)の 影響 について、対人サービスの専門職たちが認識 し始めたことをあ

げている。「多 くの ソーシャルサービスの利用者は家族や親族、友人や素人のヘ

ルパーたちか ら実際の援助を受けている」 し、その 「ソーシャルサポー トは個

人の健康や精神保健、地域生活を高めるために重要な影響をもっている」。ケー

スマネジメ ントは、この 「インフォーマルな援助体制 とフォーマルなそれ との

あいだに橋渡 しをす る仕組みを提供するために」必要である42)。Moxleyに よれ

ば、ケースマネジメ ントの焦点、っま り、「ケースマネジメ ン トの応用をとお し

て作 り出そうと求めている」 ものは、利用者 自身の 「セルフケアの要素」、サー

ビス供給における多様な専門職の 「専門的ケアの要素」、利用者のソーシャルネ

ッ トワークによる 「相互ケアの要素」か ら構成され る 「利用者支援(サ ポー ト)

ネ ットワーク」なのである43)。

Moxleyの いう専門職たちの認識 というのは、ソーシャルワーク理論や実践に

おいて、クライエ ン トの問題、とりわけ心身の健康、精神保健の問題にかんす

るインフォーマルネ ッ トワークの影響力が強い関心をよぶようになったことを

指 していると考え られる。この関心にかん しては、Gottoliebが っぎのような説
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明をおこなっている。アメ リカにおいて60年 代初めから地域保健運動が始まる

が、精神障害者にたいする地域におけるケアの動 きは、家族や友人、隣人など

が障害者のス トレスの予防や、生活機能の回復に役割をはたす ことを専門家に

認めさせるよ うに働 いた。また、ス トレスにたいす る対処過程の研究は、イ ン

フォーマルな結びっきがあって社会的に統合されていることが、ス トレスをや

わらげて適応の努力を助け、その心身の健康の保護、促進に役立っということ

をあきらかに していった。脱施設化運動の成功自体、 この地域 におけるイ ンフ

ォーマルなサポー トの特性をあきらかに していった研究の成果に大 きく依存 し

ていた。Brownら のEE(expressedemotion)研 究は、ソーシャルサポー トの研

究と精神障害者の地域に基盤をおいたケアとのあいだを結びっけた先駆的な例

である。

さらに、痴呆症や精神障害などの慢性疾患患者をかかえる家族 ・親族の心理

社会的ス トレスをやわ らげ、その生活の質を改善するあた らしい施策が必要に

なってきた。にもかかわ らず、既存の公的制度では対人関係か ら生 じる不安や

孤独感をいや した りス トレスをやわ らげることができず、逆にインフォーマル

ネッ トワークが情緒的なサポー トやアイデンティティのサポー トをもたらすの

にもっとも適切であるという理解が進んだ。似たような問題をかかえ る仲間を

その人の対人関係に組み込むとか、既存の結びっ きか らサポー トが得 られるよ

うに援助するネ ッ トワーク ・インターベ ンション(ネ ッ トワーク介入)が 、逆

境にともなう社会的、心理的負担に対抗す る方途を提供 して くれるという理解

が出現 してきた。

また、公的サー ビスは人々の生活の質 に肯定的効果を与えず、人々か ら尊厳

や生活のコン トロール感覚をな くさせ るという事実を反映 して、自助やイ ンフ

ォーマルケアが強調されるようになった。また、政府のプライバタイゼーショ

ン政策が ヒューマンサービスに も拡大 され福祉プログラムへの財源が抑制され

るなかで、問題を多 くかかえた貧 しい市民はセルフヘルプ ・グループなどの多

様なイ ンフォーマル援助をアレンジするようにな った。 こうした認識や実態 に

ともなって、イ ンフォーマルネ ッ トワークのサポー ト役割が ソー シャルワーク

理論や実践のなかで強調されるようになってきたわけである44)。Gottlib自身は、
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インフォーマルネ ッ トワークのなかで も、個人の情緒的生活やアイデ ンティテ

ィに重要な意味を与える家族 とか限 られた価値ある仲間(ピ ア)の サポー トを

重視 し(コ ミュニティとか隣人ではな く)、とりわけピアサポー ト・グループ形

成 という介入方法を提唱 している。

イ ンフォーマルネ ットワークのサポー ト機能についての調査は高齢者にかん

して も多 くなされている。多 くの調査結果はイ ンフォーマル ・ネ ッ トワークの

存在がエージング(加 齢)の ス トレスを緩和 し、高齢者の心身の機能の低下を

予防する、有用性の感情や生活の満足感、地域での統合感(孤 立 していないと

いう安心感 ・安定感)を もたらす、とりわけ友人、腹心の友の存在は高いモラー

ルを もた らす、といったことを示 している45)。もっとも、こうした点に反論する

人 もいる。たとえば、Spechtは つぎのように述べている。インフォーマルネッ ト

ワークをもたない人 とかイ ンフォーマルセクターか らのサポー トを受けていな

い人の心身の健康状態が、そうでない人よりもよくないという調査結果はある。

だが、この ことか ら、このネ ットワークのサイズを大 きくす ることが人々の心

身の問題を予防す ると仮定 して、実践家たちはこれを熱狂的に受け入れている

が、そうしたことを証明す る証拠はまだな くこれはイデオロギーである46)

いずれに して も、 アメ リカでは脱施設化運動や ソーシャル ワークを含む専門

分野の研究者や実践家たちが、イ ンフォーマルネッ トワークの情緒的サポー ト

機能、ス トレス緩和機能、アイデンティティの維持機能などの再評価をお こな

い、高齢者や障害者 の心身の健康や生活の質を高めていくために、ケースマネ

ジメ ント実践においてもこのインフォーマルネッ トワークの機能(相 互的ケア)

を活か したソーシャルサポー ト・ネ ッ トワー クの形成を重視するようにな った

わけである。 もっとも、実際には、アメ リカにおいて もさまざまな地域や機関

で多様な方式を とってケースマネジメン ト実践がおこなわれてお り、すべての

ケースマネ ジメン ト・モデルにおいて、 ソーシャルサポー ト・ネ ットワークの

形成が目標 とな って いるとは必ず しもいえないと考え られる。

イギ リス、アメ リカそれぞれの背景があって、ケースマネジメン トにおける、

イ ンフォーマルサポー ト・ネ ットワークが重視されるようになったことが理解

できた。 この事実を認めたうえで、 これ らの国以上に家族によるケアを重視す
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る政策 を長年 とって きたわが国 にお いて、イ ンフ ォーマル ・ネ ッ トワー クをフ

ォーマル ・ネ ッ トワー クと結 びつ け るソー シャルサポー ト ・ネ ッ トワークの形

成を検討す ることは、重 要 な課題 だ と思 われ る。

5在 宅 介 護 支 援 セ ンタ ー に お け る ソー シ ャル サ ポ ー

ト ・ネ ッ トワー クの形 成

1)ソ ー シ ャル サ ポ ー ト ・ネ ッ トワ ー ク形 成 の 意 味

在宅で暮 らす要介護高齢者は、インフォーマルセクター、主 として同居家族

や別居親族による種 々のサポー ト(パ ー ソナルケア、情緒的サポー ト、情報提

供サポー トなど)を 受けなが ら生活を している。 これらのサポー トがいかされ

る形、またそれ らをサポー トする形で、フォーマルセクターによる援助が どの

ようにそれ らを補完、代替 していけばよいか。そのことを検討 しなが ら、要介

護高齢者にたいす る適切なソーシャルサポー ト・ネ ットワークを形成 していく。

これがケースマネジメン ト実践の目標である。 もちろん、そのソーシャルサポー

ト・ネ ットワークによるサポー トの限界 について も検討 し、在宅介護生活の ピ

リオ ドの時期につていも検討 してお くことが、そのプロセスには含 まれる。

このようにいうと、ケースマネジャーがイニ シアティブとってソーシャルサ

ポー ト・ネッ トワークを形成 していくと理解 しがちであるが、そ うとは限 らな

い。 もちろん、そういうばあいもあるが、要介護高齢者や介護者がイニシアテ

ィブをとってこれにケ0ス マネ ジャーが協力するばあいもある。要するに、協

働 しておこなうわけであ る。アメ リカでは、家族員をケースマネ ジャーと して

訓練 して、家族の直接的なサービスの提供責任を強化するのではな く、ソー シ

ャルワーカーとともに公私のサービスのコーディネイ トをす るという間接的な

援助責任をとって もらう実験プ ロジェク トがおこなわれた りしている47}。

こうしたソーシャルサポー ト・ネ ットワーク形成を主張す ると、それは家族、

とりわけ主要な介護者である女性たちのパーソナルケア機能の負担を当然視 し、

公的セクターの負担を抑制 して家族 ・親族にいっそうの負担を求める政策 に加
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担す ることになるとか、家族 ・親族の情緒的機能を過大に評価 しす ぎることは、

家族 ・親族にさらなる負担を求めることになる、また、 もはや地域の相互扶助

機能は衰退 しておりパーソナルケアは もちろん、情緒的なサポー トや情報的な

サポー トの機能を隣人や友人、仲問、ボランティアなどに一時的、非ルーティ

ン的にで も期待す ることは困難である、といった批判があらためてでてこよう。

これ らの批判は正当な ものである。

だが、現実に、フォーマルな資源は希少であって、フォーマルな資源へのニー

ドをもつ要介護高齢者の量的な拡大の もとでは、フォーマルな資源とインフォー

マルな資源 とが協働 しなければ、要介護高齢者の在宅生活をできるだけ長 く維

持 していくことは困難である。そうした現実のもとで、ソーシャルサポー ト・ネ

ッ トワークの形成はインフォーマルな介護者の心身の負担を軽減することをめ

ざ しておこなわれる。ただ、ソーシャルサポー ト・ネ ットワーク形成の意味は

それだけではない。 ソーシャルサポー ト・ネッ トワークの形成 ということは、た

んにフォーマルな資源をコーディネイ トして導入するということではな く、サ

ポー トを必要 とす る人 とサポー トを提供 して くれ る人 とを結び付け、その関係

がサポー トを受ける人にとって望ましいと感 じられるように側面から援助 して

い くことである(た とえば、サポー トを与え る人がフォーマルセクターの人間

であれば、その関係をモニタ リングし、必要に応 じてサポー トの与え手、ある

いは受け手にたいして、話 しの傾聴やその受容、助言、指示などの適切な援助

をお こなっていく。サポー トを与える人がインフォーマルな人であれば、問題

が生 じていた り、受け手の側か ら援助の要請があったとき、適切な関係調整の

援助をおこなうなど)。 この人間関係のっなが り、結びつ きというネットワーク

が、孤立 しがちな要介護高齢者や介護者の孤独感や孤立感をやわ らげ安心感や

統合感を もた らし、高齢者の生活意欲、介護者の介護意欲や生活意欲の低下を

予防するよ うに機能す る、そのように働 くネッ トワークづ くりを援助するとい

うことである。

地域の相互扶助機能の衰退 という現象は、地域によって違いはあるだろうが、

一般的にはその現実を否定することはできない。だが、隣人や町内会、といっ

た相互扶助機能が衰退 しっっある資源の復活を求めるのではな く、あらたな資
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源をつ くり出 していく、あるいはつ くり出 していくことを求あて社会に働 きか

けていくことが、ソーシャルサポー ト・ネ ッ トワーク形成において必要 とされ

ている。イ ンフォーマルな資源をつ くりだす試みの例 としては、高齢者や介護

者のセル フヘルプ ・グループづ くりを援助す る、郵便配達員や薬局などの店主、

銀行や病院の窓 口の係 りといった町のなかで住民か らその存在がよく見える特

定の 「職業役割に従事す る人々」を訓練 して、援助が必要 と思われる高齢者を

発見 し機関に リファー したり、高齢者に情報提供のサポー トをす るよ う期待す

る、ボランティア組織を育成 してサポー トを求めている人に結び付ける、近隣

にいる高齢者自身が助け合 うシステムをつ くる、などがアメ リカでは試み られ

ている48)。わが国で も、支援セ ンター事業では在宅介護相談協力員 として、民生

委員の他にも薬局の店主 など地域 におけるイ ンフォーマル資源の協力を求めて

いる。 これ らの人々が情報提供のサポー トをおこなったり、支援セ ンターに リ

ファー して くるというサポー トだけを期待す るのではなく、地域の高齢者や介

護者の孤独感、孤立感を低下させ安心感を与え るような人間的つ なが りの形成

をも、支援センターの職員は期待 して協働 してい くことが求め られる。

なお、 ソーシャルワークの文献においては、インフォーマルネ ッ トワーク

(ソー シャルネッ トワーク)や ソーシャルサポー トといった概念の定義や用い方

が、社会科学におけるそれよりルーズであって もっと社会科学の理論 に学ぶべ

きであるという指摘がなされている49}。た しかに、インフォーマルな資源 とかイ

ンフォーマルセクターといえばすむ ところをイ ンフォーマルネ ッ トワークとい

った りしているし、Walkerの いうように実際にはひとりの家族員によってケア

されている状況を指 して、インフォーマルネ ットワークによるケアといういい

かたを している。ネ ットワークというのはあ くまでもい くっかの直接的な人間

関係が結びついたものという意味であることを忘れるべ きではないだろう。 こ

れ らの用語の用 い方につ いて初めに議論すべ きであったか もしれないが、今回

はイ ンフォーマルネ ットワークの もつ機能の再評価の背景を整理することに焦

点をあてた。この議論は別の機会で検討す ることに したい。
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2)支 援 セ ンター に お け る ソー シ ャル サ ポ ー ト・ネ ッ トワー ク

形 成 分 析 の留 意 点

さて、ふたっの支援セ ンターにおける援助実践では、どのようなソーシャル

サポー ト・ネッ トワークが形成 されているのか。ふたっのセ ンターのソーシャ

ルサポー ト・ネ ッ トワークの形成の特徴があるとすれば、それはどのような要

因によって もたらされたと考え られ るのか。それぞれ収集 したデータをこれ ら

の視点か ら分析 していくさいの留意点 として、サポー トの対象、サポー トの種

類、サポー ト資源(サ ポー トする主体)の 種類、サポー トの展開過程、の4点 に

ついてあらためて整理を しておきたい。

まず、サポー トを うける対象 にっいてであるが、 これは要介護高齢者だけで

な く、介護者 も含まれる必要がある。家族 ・親族の介護者(わ が国のばあいは

その多 くが同居の家族員、とりわけ妻や息子の妻、娘)が 介護によってどのよ

うな物理的、精神的負担をかかえるているかにかん しては、内外で多 くの調査

がおこなわれている。介護負担が増加 していくこと、さらにその終わ りの時期

が予測できないことなどによって、高齢者 と介護者 との情緒的な関係が うまく

いかな くなることは少な くな く(以 前か ら情緒的にあまりうまくいっていなか

ったばあいには、それがさらに悪化す る)、介護者が高齢者にたいして否定的な

感情をもっにいたって、放置や虐待がおこなわれることもある5。》。 こうした状況

を予防す るためにも、介護者へのサポー トが積極的におこなわれる必要がある。

介護者のス トレスのていどは、要介護高齢者の障害のていど ・要介護のていど

だけに規定 されるのではなく、他者か らの具体的な援助や情緒的サポー トが欠

如 していることに も関係 していると指摘されているか ら51)、介護者にたいするサ

ポー トネ ッ トワークの状態をアセスメン トして、それを強化す ることが重要 と

なる。

つ ぎにサポー トの種類。 これまでのアメ リカにおけるソーシャルサポー ト研

究でおこなわれてきた分類 としては、たとえば、Houseの 情緒的サポー ト(共

感、愛情、信頼、評価、関心の提供)、 道具的サポー ト(現 物、 金銭、労働、時

間、その他の直接的援助の提供)、 情報的サポー ト(個 人的問題 ・環境上の問題
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に対処 してい くさいに役立つア ドバイス、示唆、指示、情報の提供)、 評価的サ

ポー ト(肯 定、フィー ドバ ック、社会的比較、自己評価)と いう分類がある。ま

た、Cookeら は、ソーシャルサポー トは人間関係の関連性 とその意味に焦点を

あてた相互作用および交換であるとして、サポー トの種類を受け手の主観的意

味づけの分類 としておこなっている。それ らは、情緒的サポー ト(人 として関

心をもたれ愛 されているとその人が思えるような情報の提供)、 尊敬を与えるサ

ポー ト(自 分の存在 ・行為には価値がある、大切にされているとその人が思え

るような情報の提供)、 ネッ トワーク的サポー ト(集 団に所属す ることにかん し

て信頼性や安全性の感覚をうけていると人が思えるような情報の提供)、 評価的

サポー ト(問 題解決のためにおこなった行為やアイディアにっいてフィー ドバ

ックを与えて くれ るような情報の提供)、 愛他的サポー ト(他 者 とともに、また、

他者のためにお こなったゆえに価値があると人が思えるような情報の提供)で

ある52>。

要介護高齢者 の在宅介護を支援す るイ ンフォーマルネ ッ トワークとフォーマ

ルセクターとの協働によるソーシャルサポー ト・ネッ トワークは、医療や看護

などの専門的援助、パーソナルケアを初めとす る直接的介護のサポー ト、医療

や介護 にかんす る情報の提供が もっとも重要 になって くるが、Cookeら のいうよ

うな、高齢者や介護者の存在や諸行為の肯定的意味づけというサポー トも、彼

らが種 々のス トレスに対処 して いくために、また、孤独感、孤立感を和 らげ生

きていく意欲や介護意欲を支えて いくためには重要である。要介護高齢者、ま

た、介護者の ソーシャルサポー ト・ネ ッ トワーク形成では、以下のような種類

の援助、サポー トが求め られて いるといえよう。

①専門的援助(イ ンフォーマルネ ッ トワークでは対処ができない要介護状態

にたいす る医療、看護、保健、 リハ ビリテーション、虚弱者を対象 とした

レクリエーション、カウンセ リングなどの専門的援助)

②パーソナルケア(直 接的な身の回 りの世話、介護)

③物的手段によるサボ0ト(パ ーソナルケァ以外の労働、時間、金銭 といっ

た資源の提供)

④情報によるサポー ト(医 療や福祉サービス、介護方法などにかんす る知識、
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情報の提供、助言)

⑤情緒的サポー ト(共 感や愛情、関心などを示す。孤立感の減少、ス トレス

の緩和、情緒的安定化が結果 として もたらされるようなサポー ト)

⑥評価的サポー ト(存 在や行為にたいす る肯定的評価、プラスのフィー ドバ

ック。自己肯定感の回復、モラールの向上などが結果 として もたらされる

ようなサポー ト)

①はもちろんフォーマルセクターが担 う。②、③、④はイ ンフォーマセクター

のサポー トが高齢者や介護者のニーズをみた していないとアセスメントされる

とき、そして、かれ らが外部か らのサポー トを受け入れることに同意 したとき

には、フォーマルセクターか らの援助がそれらをで きる限 り補完するよう資源

を動員 しなければならない。緊急時や一時的なサポー トであれば、隣人や民生

委員、ボランテ ィアなどのイ ンフォーマルな資源の動員が図 られるばあいもあ

ろう。⑤ と⑥は一般的にはイ ンフォーマルセクターが担 っているし、そのほう

がより機能的であるように考え られるが、必ず しもそうとはいえないばあいも

ある。また、インフォーマル、 フォーマルの双方か らこれ らのサポー トを受け

ることがよ り効果的 ということもあ りうる。要介護高齢者 と介護者の状況や、彼

らを取 り巻 くイ ンフォーマルネ ッ トワークの状態はひとっひとつのケースによ

って異なるか ら、これが望ま しいソーシャルサポー ト・ネッ トワークのあ りか

たである、 というものはない。

サポー トをおこな う主体につ いては、あらためて リス トアップする必要はな

いと思われ る。イ ンフォーマルネッ トワークといって も、家族 ・親族、とくに

わが国では同居の特定の家族員が高齢者にたいするイ ンフォーマルなサポー ト

提供の唯一の主体であるばあいが少な くない。外出にも困難が ともなったり、言

語によるコ ミュニケーションがむずか しくなってきた高齢者のばあいには、家

族員以外の友人 ・知人、隣人、仲閤といったイ ンフォーマルな資源がどのてい

ど相互作用の相手になれるのか。家族介護者にたいするインフォーマルなサポー

トも他の家族員や別居の親族以外にだれがどのようなサポー トの提供者になれ

るだろうか。
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サポー トネ ッ トワーク研究のなかでは、家族や親族 という一次的な関係によ

る強い紐帯ではな く、家族 ・親族外の弱 い紐帯が家族 ・親族外の情報の獲得に

役立っ とか、家族 ・親族ネ ットワークか らの自立を確保 してお くのに役立つ、援

助を外部に求め ることが自己の能力の限界や失敗を示すという認識を もってい

る人のばあい、弱 い紐帯との表面的な接触はそれ らの感覚を もた らさないです

む、といった指摘がなされている53)。また、高齢者 と介護者 とのあいだに、ある

いは介護者 とその他の家族員や親族 とのあいだに、情緒的に不和の関係がある

ようなばあいに も、弱い紐帯による情緒的、評価的サポー トのほうが好まれた

りするだろ う。 こうした意義を もつ弱い紐帯、つまり、ここでいえば家族 ・親

族以外のサポー ト主体としてどの資源が高齢者や介護者か ら選ばれるのか。高

齢者や家族介護者 にとって、地域にある寝たきり老人 ・ぼけ老人をかかえる家

族の会 といったセルフヘルプ ・グループや施設の家族会、ボランティアなどと

の結びっきが弱 い紐帯 としてサポー ト機能をはたしているのだろうか。支援セ

ンタ0で の実践 は、 これ らのイ ンフォーマルな資源をケースに応 じて動員 した

り、それ らの資源の開発 ・育成に努力す ることが求め られている。

最後にサポー トの展開過程にっいて。支援セ ンターのワーカーがケースに出

会 うときは、イ ンフォーマルネ ッ トワー クだけではニーズ充足や問題解決が十

分にはなされて いない、あるいはなされないと予想され るとき、あるいは素人

ではな く専門家 による援助やア ドバイスが必要 と判断され るばあいが多い(そ

れ らの予想や判断は高齢者 自身や家族介護者、親族の他に、ケースに関与 した

専門機関のスタッフ、隣人や友人、民生委員などによって もなされる)。 それゆ

え、ワーカーは、要介護高齢者や介護者の表明する公的サー ビスへのニーズや、

専門的アセスメン トにもとついて把握 したニーズにもとついて、主としてフォー

マルなサービスの導入を検討 していくことになる。必要なときに必要な援助が

なされることが重要なのであるが、利用で きる適切なサー ビスが地域になか っ

たり、サー ビス導入の手続 きに時間がかかったりするために、タイ ミングよく

提供できるとは限 らない。その結果 として、そのサー ビスが提供されることを

とおして、サー ビス提供者と高齢者および介護者 との人間関係を形成すること

ができないことがある。
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また、フォーマルな機関 ・組織のスタ ッフの関与やサー ビス提供が決まった

時点で、高齢者や介護者がそれを拒否 したために、必要と思われるサポーティ

ブな関係の形成ができないこともあろう。ソーシャルネッ トワーク研究では、イ

ンフォーマルネ ッ トワークによるサポー トがそれを受ける側 にとっていっ もサ

ポーテイブなものとは限 らないことを指摘 している。提供されるサポー トがニー

ズにあっていないこともその例であるが、サポー トを受けることがサポー ト提

供者からのコン トロールを うける恐れや、提供者 にたいして譲歩や妥協が必要

となって自律性を失 う恐れがあると受け手が感 じるといったこともある糾)。さら

に、家庭のなかに家族 ・親族以外のものが入 って くることへの不安や不快さ、プ

ライバ シーの露見の恐れ、家族 ・親族外 に援助を求めることへの恥辱感、介護

者によるあるいは家族全体による介護の限界を再認識することへの抵抗感など

も考えられる。 こうした感情がケアプラ ンに一度は同意 した ものの、実際に援

助をうける段階になってそれを躊躇 した り、拒否 したりする事態をもた らす。そ

の結果、タイ ミングのよいサポーティブな関係がつ くれず、結果 としてより望

ま しいと計画されていたソーシャルサポー ト・ネッ トワークの形成が困難 にな

るということが生 じるだろう。

さらに、サー ビスの導入やイ ンフォーマルな資源の導入がなされた後、その

フォーマルなサー ビス提供者やイ ンフォーマルな支援者 と、高齢者あるいは介

護者 とのあいだに信頼関係が築かれず、関係の継続が拒否されることもある。ま

た、高齢者や介護者のニーズにあわせてフォーマルなサービス提供者によるサー

ビスの導入や中止を随時検討 してい く必要 もある。そ して、なによりも、 ソー

シャルサポー ト・ネ ットワークによる在宅介護の限界点を予期 して、時期を見

計 らって施設入所にっいて高齢者や家族 との話 し合いをおこなっていく必要が

ある。

さて、実際のデータの分析にあた っては、両支援セ ンターとも、インフォー

マルネ ットワークにかん しては収集情報が限定されている。そこで、支援セン

ターのワーカーがかかわることによって、フォーマルなサー ビス(と くに専門

的援助やパ ーソナルケアのサー ビスでそれを受けることがあるていど継続する

人間関係を受け手に もた らす もの)を 利用することができるようになったケー
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スを全体のケースか ら拾 い出す。また、支援センターのワーカー 自身が、ある

ていど継続的にかかわって6種 類のサポー トのうちなん らかのサポー トをおこな

っているケース も拾い出す。受け手の側のサポー トにたいする主観的意味付け

にかん しては、あらためて受け手に尋ね るしかな く、今回はそこまでおこなえ

ないので、あくまで もケース記録の記載されているワーカーの諸行為が6っ の種

類のサポー トにあてはまるかどうかを こち らが判断す る。

そして、拾い出 したケースについて、高齢者だけにたいするソーシャルサポー

ト・ネッ トワークの形成か、家族介護者 にたいす るソーシャルサポー トネ ッ ト

ワークの形成か、それ ら両者を含んだ ものか、3っ に分類する。その うえで、そ

れぞれの分類について、ケース記録を もとにソーシャルサポー ト・ネッ トワー

クの展開過程についてエ コマ ップなどを用 いなが ら整理 していく。 これ らの結

果にかん して、両支援セ ンターにそれぞれ特徴が見 られ るとした ら、それが地

域の公的サービスやインフォーマル資源の種類やその量、質 という地域的要因、

支援セ ンターの組織上の要因、 ワーカーの個人的要因(経 験度や職種 など)な

どによって解釈できるのか どうか検討 して いく。



i70 在宅介護支援セ ンターにおけるケースマネ ジメ ン ト

実践と ソーシャルサポー ト・ネ ッ トワークの形成(1)

注

1)市 町 村 自治 体 を中心 とす る地 域福 祉 サ ー ビス の統 合 的運 営 の可 能 性 と、サ ー ビス

の利 用 にかん す る調 整 組 織 の 検討 の 重要 性 につ いて は、つ ぎの小林 論 文 が 指 摘 し

て い る。小 林 良 二 、在 宅 ケア サ ー ビスの調 整 組 織(研 究 代 表小 林 良 二 、高 齢 者在

宅 保 健 福 祉 サ ー ビス の組 織 体 制 に関 す る研 究 、1992、 平 成3年 度 科 学 研 究 費 補助

金 研 究 成 果 報 告 書)

2)た とえば 、仲村 優 一 は1993年6月6日 の第10回 社会 福 祉 実 践理 論 学 会 で の基 調 講 演

にお いて 、地域 福祉 に ソー シャル ワー ク実 践 は不 可欠 で あ る と し、支援 セ ンターに

お いて 、 ソー シ ャル ワ ー クの理 論 や技 能 を身 につ けた ソー シ ャル ワー カーが どの

よ うな実 践 を お こな って い るの か 、そ の実践 を整理 す べ きで あ る と指 摘 して いる。

3)ジ ェネ ラ リスh。 ア プ ロー チ につ いて 、筆 者 はつ ぎの拙 稿 で解 説 を お こな って い

る。 副 田 あ けみ 、 ケ ア セ ン ター にお け る ソー シ ャル ワー ク実践 一 ジ ェネ ラル ・

メ ソ ッ ドに よ る検 討一 、 東 京 都 立大 学 人 文 学 部 紀 要 、 人 文 学 報 第233号 、

1992、 副 田 あ けみ、社 会 福 祉 援助 実践 者 に必要 な専 門 性 と専 門 職 ア イデ ンテ ィテ

ィ、東 京 都 立 大 学人 文 学 部 紀 要 人 文 学 報 第242号 、1993

4)た と え ば 、 白沢 政 和 編 著 、 在 宅 介 護 支援 セ ンタ ー に学 ぶ ケ ー ス マ ネ ジメ ン ト事

例 集 、27ペ ー ジ、 中央 法規 出版 、1993

5)ケ ー ス マネ ジメ ン ト研 究 委 員 会編 、ケ ー ス マ ネ ジ メ ン ト:ニ ーズ とサ ー ビスを結

ぶ 新 しい支援 シス テ ム 、97ペ ー ジ、 全 国 社 会 福 祉 協 議 会 、1990

6)0'Connor,G.G.,CaseManagement:SystemandPractice,pp.97,SocislCasework,

1988。 ケ ー スマ ネ ジ メ ン トは ソー シャル ワー クの問 題解 決 アプ ローチ とか、短期

の 課 題 中 心 ワー ク と して 記 述 され る こ と もあ る(Ratiff,N.R,Shore,B.K.,

AdvancedCaseManagement;NewStrategiesfortheNineties,SagePub,

P.4,1993).

7)白 沢政 和 、 ケ ー スマ ネ ジメ ン トの理 論 と実 際 、97ペ ー ジ、中 央 法 規 出版 、1992

8)Rubin,A.,CaseManagement,pp.212-3,EncycropediaofSocialWork18th.,1986

9)Rubin.,ibid.,pp.213,Linz,M.H.,McAnally,P.andWieck,C.,eds.,Case

Management:HistoricalCurrentandFuturePerspectives,p.2-4,Brookline

BooksInc.,1989,渡 辺 顕 一 郎,松 岡克 尚,方 法論 と して のケ ース マ ネ ジメ ン トの動



10)

11)

12)

13)

14)

15)

16)

17)

18)

19)

Za>

21)

在宅介護支援セ ンターにおけるケースマネ ジメ ン ト

実践 とソーシャルサ ポー ト ・ネ ッ トワークの形成(1)

171

向 と そ の 課 題 一一 米 国 に お け る 近 年 の 研 究 か ら 一 一 国 際 社 会 福 祉 情 報,第18号,

26ペ ー ジ,1994.

Pelham,A.0.,andClark,W.,MANAGINGHOMECAREFORTHEELDERLY,Springer

PublishingCompany,Inc.,1983,浅 野 仁 ・西 尾 裕 伍 監 訳 、 ケ ー ス マ ネ ジ メ ン トー

老 人 に 対 す る 在 宅 ケ ア の 実 践 例 一 相 川 書 房 、1987、 中 谷 陽 明 、 老 人 福 祉 に お け る

ケ ー ス マ ネ ジ メ ン トー 米 国 で の 効 果 測 定 が 意 味 す る も の 一 、 社 会 福 祉 研 究 第

46号 、1989

Austin,C.D.,CaseManagement:MythsandRealities,pp.401,FamiliesinSociety,

TheJournalofContemporaryHumanServies,1990

0'Connor,op.cit.,pp.98

Astin,C.D.,CaseManagementinLong-TermCare:OptionsandOpportunities,p.

199,inRose,S.M.,ed.,CaseManagementSocialYorkPractice,Longman,1992

Austin,1990,0p.cit.,pp.401

Austin,1992,0p.cit.,p.200,217

Kane,R.A.,CaseMnagement:EthicalPitfallsonTheRoadtoHigh-Quality

ManagedCare,p.225,inRose,ed.,op.cit.,1992

Austin.,1990,0p.cit.,pp.401

Kane,op.cit.,p.220.「 サ ー ビ ス 指 向 の ケ ー ス マ ネ ジ メ ン ト」 に 代 え て 「ク ラ イ エ

ン トに 焦 点 を あ て た ケ ー ス マ ネ ジ メ ン ト」 と い う 言 い 方 も あ る 。 こ の 分 類 例 と し

て 、 拡 大 仲 介 者 モ デ ル(伝 統 的 媒 介 モ デ ル),個 人 的 強 さ の 強 化 モ デ ル(QOLの

援 助 、 パ ー ソ ナ リ テ ィ 成 長 の 援 助 モ デ ル),リ ハ ビ リテ ー シ ョ ン モ デ ル(退 院 計 画

モ デ ル),完 全 支 援 モ デ ル(ク リ ニ カ ル ・ケ ー ス マ ネ ジ メ ン ト,直 接 サ ー ビ ス 提 供

な ど を 含 む モ デ ル)の4分 類 が あ る 。Ratiff,op.cit.,p.13

Austin,1990,0p.cit.,pp.402,Austin,1992,0p.cit.,p.201

Netting,F.E.,CaseManagement:ServiceorSympton,pp.161,SocialWorkVol.37,

No.2,1992

Seccombe,K.,Ryan,R.andAustin,C.D.,CarePianning:CaseManagers'Assessment

ofElder'sWelfareandCaregivers'sCapacity,pp.174-S,FamilyRelations,

April1987



172 在宅介護支援 セ ンターにおけるケースマネ ジメ ン ト

実践 とソーシ ャルサポー ト・ネ ッ トワークの形成(1)

22)Kane,op.cit.,p.221

23)Austin,1990,0p,cit.,pp.403

24)Rubin,op.cit.,pp.214

25)0'Connor,op,cit.,pp.97

26)ア メ リカ の ソ ー シ ャル ワ ー ク界 に お け る ク リニ カ ル ・ソ ー シ ャ ル ワ ー ク や 、 そ の

有 力 な 実 践 の 展 開 例 と して の プ ラ イ ベ ッ ト ・プ ラ ク テ ィ ス の 動 向 につ い て は 、 っ

ぎの 拙 稿 で 論 じた 。 副 田 あ け み 、 ソ ー シ ャ ル ワ ー カ ー に よ る プ ラ イ ベ ッ ト ・プ ラ

クテ ィ ス の 実 態 ・論 点 ・意 義 、 日本 社 会 福 祉 実 践 理 論 学 界 紀 要 第3号 、1995、3

月 刊 行 予 定

27)Austin,1990,0p.cit.,pp.404,ま た 、M∞reも 同 じよ う に ケ ー ス マ ネ ジ メ ン トは ソー

シ ャ ル サ ー ビ ス の 供 給 シ ス テ ム 上 の 問 題 の 万 能 薬 で は な い 、 ケ ー ス マ ネ ジ メ ン ト

が サ ー ビス の コ ー デ ィ ネ ー シ ョ ンの メ カ ニ ズ ム だ と す る考 え は 、 サ ー ビス 供 給 組

織 の 分 断 化 の 状 態 を 合 理 化 す る た め に作 られ た神 話 で あ る と批 判 して い る。Moore,

S.,CaseManagementandtheIntegrationofServices:HowServiceDelivery

SystemsShapeCareManagement,pp.418,SocialPorkvol.37,No.5,1992

28}Brindis,C.,Barth,R.P.,andLoomis,A.B.,ContinousCounseling:CaseManagement

withTeenageParents,SocialCasework,1987,Sullivan,W.P.,Nolk,J.L.,and

Hartmann,D.J.,CaseManagementinAlcoholandDrugTreatment:improving

ClientQutocomes,FamiliesinSociety,1992,No.21,Rapp,C.A.,Chamberlain,

R.,CaseManagementServicesfortheChronicallyMentallyi11,Socialfork,

9-10,1985。 近 年 は 、精 神 保 健 や ス ト レス 関 連 分 野 の 問 題 を もつ ク ラ イ エ ン トを 中

心 に 、 ク リニ カ ル ・ケ ー ス マ ネ ジ メ ン トを お こ な うべ き と い う議 論 が あ る。 カ ウ

ンセ リ ン グ や セ ラ ピー を 含 ん だ ケ ー ス マ ネ ジ メ ン トの 意 味 で あ る。Ratiff,op.cit.,

p.84-86

29)Challis,D.,andDaviesB.,CaseManagementinCommunityCare,BritishCrown,

1986,窪 田 暁 子 ・谷 口政 隆 ・田 端 光 美 訳 、地 域 ケ ア に お け る ケ ー ス マ ネ ジ メ ン ト、

33-34ペ ージ、 光 生 館 、1991

30)Challis,Davies、 前 掲 訳 書 、20ペ ー ジ、Challisら の 本 の 訳 者 の ひ と りで あ る谷 口

は 、 「ケ ー ス マ ネ ジ メ ン トの 基 盤 を 成 す の は優 れ た ソ ー シ ャ ル ワー クで あ り、人 々



在宅介護支援 セ ンターにおけるケースマネ ジメ ン ト

実践 とソー シャルサポー ト・ネ ットワークの形成(1)

173

が サ ー ビス の 利 用 資 格 を 有 す る か 否 か を 識 別 す る こ と に エ ネ ル ギ ー を 割 く分 断 的

な ソ ー シ ャ ル ワ ー ク の 下 で は 、 ケ ー ス マ ネ ジ メ ン トは 機 能 し な い 」 と 、 両 者 の 関

係 に つ い て 指 摘 して い る。 谷 口政 隆 、 ケ ー ス マ ネ ジ メ ン トの ス キ ルー イ ギ リ ス 、

326べ 一ジ(中 島 紀 恵 子 、 米 本 秀 仁 編 著 、 明 日の 高 齢 者 ケ ア4在 宅 の ケ ア ス キ ル 、 中

央 法 規 出 版 、1993)

31)Cambridge,P.,CaseManagementinCommunityServices:Organizational

Responses,pp.511,Br.J.ofSocialfork192222.公 的 部 門 か ら私 的 セ ク タ ー

な らび に イ ン フ ォ ー マ ル セ ク タ ー に サ ー ビ ス 供 給 主 体 を シ フ トさ せ る政 策(混 合

経 済 化)は 、 グ リ フ ィ ス 報 告 に も とつ い て1989年 に 制 定 さ れ1991年 か ら実 施 さ

れ て い る 「国 民 保 健 サ ー ビ ス と コ ミュ ニ テ ィ ・ケ ア 法 」 に よ って 明 示 さ れ 、 推 進

され て い る(濱 野 一 部 、 コ ミュ ニ テ ィ ・ケ ア 改 革 ～ イ ギ リ ス 、 京 極 高 宜 他 編 明

日の 高 齢 者 ケ ア1所 収 、 中 央 法 規 、1993)。 イ ギ リ ス に お け る ケ ー ス マ ネ ジ メ ン

トは 、 こ の 変 更 さ れ た コ ミ ュニ テ ィ ・ケ ア 政 策 を 実 行 に 移 す 一 方 法 で あ って 、 ニ

ュ ー ラ イ トの イ デ オ ロギ ー が 具 体 化 さ れ た結 果 の ひ とっ と して 理 解 す る こ と が 必

要 で あ る と い う指 摘 もあ る(所 道 彦 、 イギ リス に お け る新 マ ネ ー ジ メ ン ト主 義 、国

際 社 会 福 祉 情 報 、 第18号 、15ペ ー ジ)。

32)Challis,Davies,前 掲 訳 書 、24-3ベ ージ

33}Cambridge,op.cit.,pp.498-514

34}Renshaw,J.,CareintheCommunity:IndividualCarePlanningandCare

Management,pp.91,Br.J.ofSocialYork,198711

35)Netting,op.cit.,pp.162

36)っ ぎ の 論 文 は こ の2番 面 の 方 法 の よ い 実 践 例 を 整 理 して 論 議 して い る。 加 瀬 裕 子 、

細 川 聡 子 、 仲 介 モ デ ル ケ ー ス マ ネ ジ メ ン トの 可 能 性 と 課 題 、 日 本 社 会 事 業 大 学 研

究 紀 要 第38集 、1992

37)Challis,Davies,前 掲 訳 書 、14ベ ージ

3$)Hoddler,J.,SupportingTheInformalCarers,inYoder,J.A.,ed.,Support

NetworksinaCaringCommunity,MritinusNijhffPublisers,1985

39)Walker,A.,FromWelfareStateToCaringSociety?:ThePromiseofInformal

SupportNetworks,inYoder,op.cit.,p.41-50.イ ギ リス に お け る コ ミュ ニ テ ィ ・



174

40)

41)

42)

43)

44)

45)

4fi)

47)

48)

49)

5a>

在宅介護支援セ ンターにおけるケースマネ ジメ ン ト

実践 とソーシャルサポー ト・ネ ッ トワークの形成(1)

ケ ア 政 策 の 変 化 は80年 代 の サ ッ チ ャ リ ズ ム 浸 透 の 結 果 で あ る 。 官 僚 制 と 専 門 職 へ

の 信 頼 に 依 存 し て い た 福 祉 国 家 政 策 に 対 す る 批 判 が 、 プ ラ イ バ ダ イ ゼ ー シ ョ ン化

を 勧 め 、1989年 の コ ミ ュ ニ テ ィ ・ケ ア 法 に 結 晶 化 し た(Wilding,P.,Thepublic

sectorinthe1980s,SocialPolicyReriew4,Manning&Page,P.10-12).

Walker,ibid.,p.50-55

Seccombe,RyanandAustin,op.cit.,pp.172

Moxley,D.P.,ThePracticeofCaseManagement,SagePublication,Inc.,1989,野

中 猛 ・加 瀬 裕 子 監 訳 、 ケ ー ス マ ネ ジ メ ン ト入 門 、 中 央 法 規 、1994、12-4ペ ージ

Moxley,前 掲 訳 書 、45-8ペ ー ジ.Ratiffら も ま た 、 ケ ー ス マ ネ ジ メ ン トに お い て 、 イ

ン フ ォ ー マ ル サ ポ ー ト ・ネ ッ トワ ー ク を ケ ア プ ラ ン に 統 合 す る こ と へ の 関 心 が 高

ま っ て い る こ と を 指 摘 して い る(Ratiff,op.cit.,P.43)。

GottIieb,B.H.,CombiningLayProfessionalResourcesToPrQmoteHu皿an

Welfare:ProspectsAndTensions,inYoder,p.59-63

Hooyman,N.,SocialSupport.NetworksinServicestotheElderly,inWhittaker,

Garbarinaeds.,SocialSupportNetworks,AldinePublishingCompany,1983,p.

138-140

Specht,H.,SocailSupport,SocialNetworks,SocialExchange,andSocialWork

Practice,SocialServiceReview,June1986,pp.219

Seltzer,M.M,Ivry,J.andLitchfield,L.C.,FamilyMemberasCaseManagers:

PartnershipbetweentheFormalandTheInformalSupportNetwork,in.Rose,

S.M.,CaseManagementSocialforkPractice,LongmanPublishingGroup,1992,

p.229-241,Seltzer,M.M.,Lichfield,L.C.,LowyL.,Levin,R.,FamiliesasCase

Mamegers:ALongitudinalStudy,FamilyRelations,July1989

Hooyman,op.cit.,p.150-7

Specht,op.cit.,pp.220,Sharkey,P.,SocialNetworksandSocialService

Workers,Br.ofJ.Socialfork,198919,pp.387-8,

Hooyman,op.cit.,p.140,田 中 荘 司 代 表 .に よ る 高 齢 者 処 遇 研 究 会(筆 者 も 参 加)で

は1994年 に 、 高 齢 者 虐 待 に か ん す る 調 査 を 、 在 宅 介 護 支 援 セ ン タ ー の ワ ー カ ー の

協 力 に よ っ て 実 施 し た 。 こ の 調 査 か ら も介 護 負 担 が 高 齢 者 虐 待 を ひ き お こす 有 力



在宅介護支援セ ンターにおけるケースマネ ジメ ン ト

実践 とソー シャルサポー ト・ネ ッ トワークの形成(1)

175

な 一 因 と な っ て い る こ と を 理 解 す る こ と が で き た(調 査 報 告 書 は 近 く刊 行 予 定)。

51)Hooyman,N.,op.cit.,p.144

52)Cooke,B.D.,Rossmann,M.M.,McCubbin,H.1.andPatterson,J.M.,Examingthe

DefinitionandAssessmentofSocialSupport:AResourseforIndividuals

andFamilies,FamilyRelations,1988,37,p.211-3

53)Tilburg,T.V.,SupportiveRelationshipsAndLoneliness:SuggestionsForThe

ImprovementOfSupportNetworksAsGuidelinesForResearchAndPolicy,in

Yoder,op.cit.,p.217,

54)TiIburg,ibid.,p.217

その他の参考文献

前 田信 雄 、保 健 医療 福 祉 の統 合 、勤 草 書 房 、1990

伊 藤 淑 子 、 ケ ー ス マ ネ ジ メ ン トを 問 い直 す 、 社 会 福祉 研 究52号 、1991

MaguireL.,SocialSupportSystemsinPractice:AGeneralistApproach,National

AssociationofSocialWorkers.Inc.,1991,小 松 源 助 ・稲 沢 公 一 訳 、対 人 援 助

の ため の ソー シ ャル サ ポ ー トシステ ム、 川 島書 店 、1994

小 松 源 助 、社 会 福 祉 実践 に お け る社 会 的 支 援 ネ ッ トワー ク ・ア プ ロー チ の展 開(日

本社 会 事 業 大 学 編 、 社 会 福 祉 の 現 代 的 展 開 、勤 草 書房 、1986)

小 松 源 助 、 ソー シ ャル ・サ ポ ー ト ・ネ ッ トワ ー クの実 践 課 題 一 概 念 と必 要 性 一 、

社 会 福祉 研究 第42号 、1988

牧 里 毎 治 、高 齢者 を め ぐる ソー シ ャル サ ポ ー ト・ネ ッ トワー ク(沢 田 清方 ・上野 谷 加

代 子編 、 明 日の 高齢 者 ケ ア2、 日本 の 在 宅 ケ ア 、中 央 法規 、1993)

牧 里 毎治 、ソー シャル ・サ ポ ー ト・ネ ッ トワ ー クにお け るボ ラ ンテ ィ アの役 割 と展望 、

社 会 福祉 研 究 第42号 、1988

鹿 又 伸 夫 、 弱 い紐 帯 の 強 さ:社 会 関係 の ネ ッ トワ ー ク(小 林 淳一 ・木 村 邦 博編 、考

え る社会 学 、 ミネ ル ヴ ァ、1992)

金 子 勇 、 都市 高 齢者 の ネ ッ トワ ー ク構 造 、社 会 学 評 論 、151、1987

玉 野 和 志 ・前 田大 作 ・野 口裕 二 ・中谷 陽 明 ・坂 田周一 ・JerseyLiang、 日本 の



176 在宅 介護支援セ ンターにおけるケースマネ ジメ ン ト

実践 とソーシャルサポー ト・ネ ッ トワークの形成(1)

高 齢者 の社 会 的 ネ ッ トワ ー クにつ いて 、 社 会 老 年 学 、No.30、1989

野 口裕 二 、高齢 者 の ソー シャルサ ポ ー ト:そ の 概 念 と測 定 、社 会 老 年 学 、No.34、1991

渡 辺 深 、 転 職一 転 職 結 果 に及 ぼす ネ ッ トワ ー クの 効果 一 、 社 会 学 評 論 、

1651991


